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－ はじめに －

 

本財団では、ＪＫＡ補助事業の透明性、効率性を確保するとともに、ＪＫＡ補助事業の更なる

向上を図るため、外部の学識経験者及び有識者からなる機械振興補助事業審査・評価委員会

及び公益事業振興補助事業審査・評価委員会（以下「審査・評価委員会」という。）を設置して、

ＪＫＡ補助事業の評価を行い、その結果を公表することとしています。 

補助事業者には、補助事業完了後、事業の実施状況及び「事前計画」で設定した指標及び

目標値等の達成状況を「自己評価書」により自ら確認・評価していただきます。 

「自己評価」では、事業の実施結果、成果の測定・確認にとどまらず、その要因 （なぜ事業を

うまく実施できたのか、あるいは何が問題で計画通りに事業実施ができなかったのか。） も併

せて確認・分析することで、事業の課題等がより明確になりますので、結果を補助事業者自らの

今後の事業の改善等に役立てていただければ幸いです。 

 本財団は、補助事業者の「自己評価」を基に、ＪＫＡ補助事業の評価を行い、JKA補助事業全

体の改善、向上に役立てます。 

 

○ 「自己評価」は、後述のとおり「事前計画／自己評価書」により行っていただきますが、「事

前計画／自己評価書」に記入された内容は、補助事業改善のための統計資料等に使用す

るとともに、評価結果は公表の対象となりますので、作成にあたっては、次の各点にご留意く

ださい。 

・ 内容を簡潔かつ明確に、過不足なく記入するようにしてください。 

・ 専門用語、業界用語の使用を避け、わかり易い言葉を使用し、初めて読む方にも理解し

易い説明、文章を心がけてください。 

○ 成果の広報について 

補助事業者自ら、補助事業の成果について十分な広報に努めるとともに、ＪＫＡが行う補助

事業の成果発表（審査・評価委員会等におけるプレゼンテーション、補助事業広報誌掲載

等）や補助事業アンケートへの回答等、成果の広報にご協力くださいますよう、お願いいた

します。 

 

問い合わせ先    公益財団法人 ＪＫＡ   

補助事業部 企画・評価課 

  〒102-8011 東京都千代田区六番町4番地6 

電話番号 直通 03－3512－1279 

 FAX  03－3512－1274 

問い合わせ時間 平日の 9時30分  から  12時まで 

   13時      から  17時30分まで 

 ＵＲＬ http://ringring-keirin.jp 

Email  m27hyoka@keirin-autorace.or.jp（H27年度補助事業  機械工業振興 専用） 

p27hyoka@keirin-autorace.or.jp（H27年度補助事業  公益事業振興 専用） 
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Ⅲ 自己評価の実施 

１．自己評価の流れ 

 

                      ・自己評価は、捉えるべきポイントに合わせて、２回 

実施していただきます。 

※実施内容、提出時期が異なります。 

 

 

・補助金交付申請時に提出された「事前計画／自己

評価書」（１／５）～（３／５）記載の事前計画を基に、

１回目、２回目それぞれの評価様式に、評価結果を

ご記入いただきます。 

 

 

・電子メールにて、ご提出いただきます。 

 （１回目については、補助事業の完了報告書にも添

付していただきます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価の実施 

自己評価書の作成 

自己評価結果の提出 

*** 自己評価実施にあたっての注意事項 *** 

１．「事前計画」との対比 

自己評価は、「事前計画」と実際の事業の実施状況を対比して実施してください。 

やむを得ず、補助金交付申請後に事業計画を変更した場合は、別に提出した「事前計

画/自己評価書（３／５）計画変更用」と対比してください。 

２．達成状況の記載方法 

目標値、達成値を数値ではなく文章で表した場合においても、その達成状況はパーセン

テージでご記入ください。 

３．採点欄のある評価項目 

採点欄のある評価項目は、各人の主観で採点するのではなく、P22～25 の［平成 27 年度

JKA 補助事業「自己評価スコアリングガイド」］を基準に採点してください。 

４．評価体制 

評価は、補助事業に係わる特定の担当者や組織だけではなく、なるべく利用者や参加者

などの幅広い受益者、外部の第三者なども加わって行われることが望まれます。 

※「評価委員会」が組織されることがより望ましいです。 

特定の関係者のみで自己評価を実施しなければならない場合でも、それ以外の関係者

に対して、ヒアリングやアンケートを実施するなど、信頼できる自己評価に努めてください。 

５．評価過程の記録 

評価にあたっては、議事録の作成、アンケート結果を集計する等、評価過程を必ず記録

してください。（自己評価結果の提出の際には、この記録も併せてご提出いただきます。） 
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２．自己評価（１回目）について 

 

（※１）・「事前計画／自己評価書」（４／５）・（５／５）は、本財団補助事業 Web サイト『RING!RING!プ

ロジェクト』内、『事務手続要領・提出書類』の各事業分野の『完了報告書』より、Excel ファイル

をダウンロードしてください。 

    ・複数の事業項目から構成される事業を実施した場合は、交付申請した事業項目毎に作成し

てください。 

 

（※２）・「事前計画／自己評価書」（１／５）～（３／５）は、交付申請時に作成した書類です。 

    ・補助金交付申請後に事業計画を変更した場合は、別に提出した「事前計画／自己評価書

（３／５）計画変更用」も併せて提出してください。 

 

（※３）・１回目の評価結果は Excel ファイルをＥメールに添付して提出するほか、プリントアウトしたもの

を「補助事業の完了報告書」に添付して提出してください。 

 

 

 

  

自己評価（１回目） 全事業共通 

実施 

作成 

評価時期 事業完了後 

評価内容 

① 補助事業の実施状況、事業の実施結果及び事業完了後完了報告を行う

までの期間に発生する成果（改善効果等）を確認し、事前計画と対比して評

価する。 

② 事業の促進・阻害要因の分析を行う。 

評価様式 事前計画／自己評価書（４／５）・（５／５）（※１） 

提出 

提出時期 事業完了後 2 ヶ月以内 

提出書類 

・事前計画／自己評価書(１／５)～（３／５）Excel ファイル（※２） 

・事前計画／自己評価書(４／５)・（５／５）Excel ファイル 

・評価過程の記録 

提出方法 Ｅメール・郵送（※３） 

提出先 
機械工業振興事業課 

公益・福祉振興事業課 

各担当者 

 

Ⅲ 自己評価の実施 

１．自己評価の流れ 

 

                      ・自己評価は、捉えるべきポイントに合わせて、２回 

実施していただきます。 

※実施内容、提出時期が異なります。 

 

 

・補助金交付申請時に提出された「事前計画／自己

評価書」（１／５）～（３／５）記載の事前計画を基に、

１回目、２回目それぞれの評価様式に、評価結果を

ご記入いただきます。 

 

 

・電子メールにて、ご提出いただきます。 

 （１回目については、補助事業の完了報告書にも添

付していただきます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価の実施 

自己評価書の作成 

自己評価結果の提出 

*** 自己評価実施にあたっての注意事項 *** 

１．「事前計画」との対比 

自己評価は、「事前計画」と実際の事業の実施状況を対比して実施してください。 

やむを得ず、補助金交付申請後に事業計画を変更した場合は、別に提出した「事前計

画/自己評価書（３／５）計画変更用」と対比してください。 

２．達成状況の記載方法 

目標値、達成値を数値ではなく文章で表した場合においても、その達成状況はパーセン

テージでご記入ください。 

３．採点欄のある評価項目 

採点欄のある評価項目は、各人の主観で採点するのではなく、P22～25 の［平成 27 年度

JKA 補助事業「自己評価スコアリングガイド」］を基準に採点してください。 

４．評価体制 

評価は、補助事業に係わる特定の担当者や組織だけではなく、なるべく利用者や参加者

などの幅広い受益者、外部の第三者なども加わって行われることが望まれます。 

※「評価委員会」が組織されることがより望ましいです。 

特定の関係者のみで自己評価を実施しなければならない場合でも、それ以外の関係者

に対して、ヒアリングやアンケートを実施するなど、信頼できる自己評価に努めてください。 

５．評価過程の記録 

評価にあたっては、議事録の作成、アンケート結果を集計する等、評価過程を必ず記録

してください。（自己評価結果の提出の際には、この記録も併せてご提出いただきます。） 
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３．自己評価（２回目）について 

 

事業形態「D 補修」に該当する事業は、2 回目の自己評価は行いません。 

 

 

 

※送信先  企画・評価課 平成２７年度補助事業評価担当 

 

（機械工業振興補助事業専用） m27hyoka@keirin-autorace.or.jp 

（公益事業振興補助事業専用） p27hyoka@keirin-autorace.or.jp 

 

自己評価（２回目） 事業形態別 

事業形態 事業分野 評価・提出時期 

・評価内容については、評

価様式をご覧ください。 

 

・評 価 様 式 は 、 本 財 団

補 助 事 業 Web サ イ ト

『RING!RING!プロジェクト』

より Excel ファイルをダウンロ

ードしてください。 

 

・計画変更の承認を受け、

完了時期を延期した事業に

ついては、評価時期が異な

ります。事業完了後、個別

にご案内いたします。 

 

・提出方法は評価過程の記

録とともに、下記送信先※

まで、Excel ファイルを E メー

ルに添付してご送信くださ

い。 

福祉車両

の整備 
福祉車両（公益） 平成 28 年 8 月頃 

機器・検診

車の整備 

公設[機械設備]（機械）

検診車（公益） 
平成 29 年 4 月頃 

医療機器（公益） 

福祉機器（公益） 
平成 29 年 1 月頃 

建築 建築（公益） 平成 29 年 1 月頃 

研究補助

(調査・分析・

研究開発) 

単年度研究（機械） 平成 29 年 3～4 月

複数年度研究（機械） 平成 30 年 3～4 月

調 査 ・ 分

析・研究

開発 

振興事業（機械） 

 

公設[人材育成・共同研

究]（機械） 

 

事業費(公益) 

 

新世紀未来創造プロ

ジェクト（公益） 

 

東日本大震災復興支

援（公益） 

平成 29 年 3～6 月
イベント

開催 

 

事業・サ

ービス 

メールアドレス 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 
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Ⅳ自己評価書の記入にあたって 

 

交付申請時に記入した「事前計画/自己評価書」の事前計画を振り返り、自己評価を実施し

ます。 

 

次ページから、「事前計画/自己評価書」（4/5）・（5/5）の記入例・作成の注意事項がありま

す。 

 

・（4/5）は要望申請時に選択した事業形態の分類項目別になっています。 

 

・（5/5）事業の促進・阻害要因の自己分析は、全分類項目共通です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
自己評価書（4/5） 

 
分類項目                    ページ  

【福祉車両／機器・検診車の整備】          ８.９ 

【建築／補修】                         １０.１１

【調査・分析・研究開発】（研究補助）     １２.１３

【調査・分析・研究開発】                １４.１５

【イベント開催】                        １６.１７

【事業・サービス】                      １８.１９

 
 
 
自己評価書（5/5）事業の促進・阻害要因 自己分析 

 
全分類項目共通                         ２０.２１ 

 

３．自己評価（２回目）について 

 

事業形態「D 補修」に該当する事業は、2 回目の自己評価は行いません。 

 

 

 

※送信先  企画・評価課 平成２７年度補助事業評価担当 

 

（機械工業振興補助事業専用） m27hyoka@keirin-autorace.or.jp 

（公益事業振興補助事業専用） p27hyoka@keirin-autorace.or.jp 

 

自己評価（２回目） 事業形態別 

事業形態 事業分野 評価・提出時期 

・評価内容については、評

価様式をご覧ください。 

 

・評 価 様 式 は 、 本 財 団

補 助 事 業 Web サ イ ト

『RING!RING!プロジェクト』

より Excel ファイルをダウンロ

ードしてください。 

 

・計画変更の承認を受け、

完了時期を延期した事業に

ついては、評価時期が異な

ります。事業完了後、個別

にご案内いたします。 

 

・提出方法は評価過程の記

録とともに、下記送信先※

まで、Excel ファイルを E メー

ルに添付してご送信くださ

い。 

福祉車両

の整備 
福祉車両（公益） 平成 28 年 8 月頃 

機器・検診

車の整備 

公設[機械設備]（機械）

検診車（公益） 
平成 29 年 4 月頃 

医療機器（公益） 

福祉機器（公益） 
平成 29 年 1 月頃 

建築 建築（公益） 平成 29 年 1 月頃 

研究補助

(調査・分析・

研究開発) 

単年度研究（機械） 平成 29 年 3～4 月

複数年度研究（機械） 平成 30 年 3～4 月

調 査 ・ 分

析・研究

開発 

振興事業（機械） 

 

公設[人材育成・共同研

究]（機械） 

 

事業費(公益) 

 

新世紀未来創造プロ

ジェクト（公益） 

 

東日本大震災復興支

援（公益） 

平成 29 年 3～6 月
イベント

開催 

 

事業・サ

ービス 

メールアドレス 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｇ 
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＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【福
＜交付申請＞

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用

方法」を記入

施
関

導

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

1
2
3
数

(4)
情報
発信

事業の
結果

1
2
3
数

延
均

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

実施
計画

予算等 　

実施体制

車
た

事業の
発展性

車
出

実施
場所

○

事業の
新規性

現
今
制

福
メ
車
排
使
用

(1) 受益者
（ニーズ）

新
行
の

(2) 事業内容

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

４．補助事業

別

＜交付申請＞

別

（２）補助事業の

継続して車両による
サービスを行うことで
り、地域との交流を深

　補助事業の結果

福祉車両の

施設利用者等に聞き
関誌にて公表する。

導入時期

［指標］

1.機関誌掲載回数
2.HP掲載回数
3.○○新聞掲載回
数

［指標］

1.機関誌掲載回数
2.HP掲載回数
3.○○新聞掲載回
数

延利用者数（週平
均）

［指標］

［指標］

【事業の完了時期】 平

車両導入に際しては
たっては、車両管理ス

車両の定員増により施
出支援以外にも、地域

○○県○○市○○１

現在、送迎用に使用
今回申請の車両は、
制が整う。

福祉車両の種類　移
メーカー名　○○○
車名　○○○
排気量　○○○
使用する施設　生活
用途　施設利用者の

（受益者）施設利用者
新規に車両の導入が
行うことができる。また
の送迎に応えることが

業の事前計画

別紙・JKA補助

別紙・JKA補助

の直接的な目的

る送迎を行うことがで
で、利用者とその家族

を深めることができる。

（アウトプット）、成果

の整備/機

「要

き取り調査を行い、利

［目標値］

平成27年9月

［目標値］

［目標値］

1.1回
2.2回
3.1回

1.1回
2.2回
3.1回

80人

［目標値］

平成27年9月20日 　　

は、運転手や介護スタ
理スタッフを○人増員し

施設の新規利用者拡
地域の行事への参加も

１－１－１　社会福祉法

用しているレンタル車両
現在使用している車

移送車４　定員8名

活介護通所施設○○○
の週5日の送迎及び外

者　（ニーズ）現在、送
が必要となる。今回車
た、現在使用の車両と
ができる。

助事業　平成

助事業　平成

補助
でき、利用者も継続して

家族、介護者の負担を

（アウトカム）の直接的

機器・検診

望申請」時の

利用者や地域住民を含

［具体的内容］

［具体的内容］

現在の送迎利用
する予定。

［具体的内容］

1～3.
上記の情報発信

1.車両導入後、新
2.車両導入前と後
3.車両導入翌月

現在使用している
しい車両で送迎が

［具体的内容］

【スケジュール】　別添１：補

タッフを含む職員で導
し計○人とし、より円滑

拡大も考えられる。また
も可能となり、地域との

法人◎◎◎福祉会

両は平成27年10月に
車両よりも定員が多いた

○○○
外出支援、施設の行事

補助事
送迎用に使用している

車両を導入することによ
両と比べ定員が多くなる

２７年度　事前

２７年度　事前

助事業の直接
して慣れている福祉サ
を軽減することが可能

的な効果により達成を

車の整備

のものではあ

含む評価委員会を開催

用者6人の送迎で週5日

信時には、常にオートレ

新しい車両の紹介記事
後の2回、誰でも目に
の○○新聞に事業の

る車両のリース契約が
迎が開始できるよう、9月

補助事業の概要のとおり　

導入検討委員会を開催
滑な車両の運用ができ

た、一度に大勢での外
の交流が増える。

に返却することになって
いため、一度に大勢での

事での外出等に使用。

業
るレンタル車両は平成
より、生活介護（通所）
るので、今まで通所困

前計画／自己

前計画／自己

接的な目的
サービスを利用できる。
能となる。さらに、今以

を目指す、補助事業

備】福祉車両・

ありません。

開催し、車両の導入に

日使用する他、施設利

トレース補助金による事

記事を掲載し、関係者や
にできるよう、法人HPに
の実施について掲載す

が9月末で終了するた
月中の導入を目指す。

　　　【予算】　事業経費

催し、スムーズに導入
できる体制にする。

外出が可能となり、現

ており、早急に新規に
での乗車が可能となり、

用。

成27年10月に返却す
所）利用者の方を引続き
困難のため施設利用が

己評価書（３／

己評価書（２／

る。また、安心安全な対
以上に地域行事への利

の直接的な目的を記

・検診車・機器

ご注意くださ

27-2-○

27-2-○

インター

について評価を行い、法

利用者の外出支援に

事業であることを明示

者や公共施設等に配布
に掲載する。

載する。

ため、スムーズに10月
す。

費比較表のとおり

入できるよう努める。利

現在行っている利用者

に車両の導入が必要
時間に余裕のある送

することになっており、早
続き安全かつ快適に送

が出来なかった方の車

／５）

／５）

インタ

対策を講じた車両に
利用者による参加が

記入してください。

器・公設[機械

さい。 

○○ (福)◎◎◎

○○○ (福)◎◎◎

 

 

  

ーネットDL版

法人機

にも使用

示する。

布する。

月から新

利用にあ

者の外

要となる。
送迎体

早急に
送迎を

の車両で

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

ターネットDL版

にて送迎
が可能とな

械設備] 

◎福祉会 

◎福祉会 

 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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＜自

【

(
ピ
是

(2)
課

(1)
記
の
を
全

　

（

 (

(
情
発

(
達
目

（

　

５

自己評価１回目

福祉車両】

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

今ま
せが

) 優れている点・
課題、改善すべき

点

法人
を置

) 事前計画(2/5)
記載の「補助事業
の直接的な目的」
を踏まえた、事業
全体についての

意見・所感

計画
円滑
後は

●(a) 個別項目

b）　総合評価

(5) 自己評価の
体制

予定

1.1
2.1
3.1

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達

1.1
2.1
3.1

［達

76人

(4)
情報
発信

事業の
結果

事業の
成果・
波及

［達

事業の
実施
結果

［達

平成

入札

(3)
達成
目標

実施計画
・体制

事業の
発展性

事業の新

規性または

継続の必

要性

(2) 事業内容
予定
うに

(1) 受益者
（ニーズ）

a）　個別項

●個別の評価項

５．補助事業の

別

補
目＞

今までのレンタル車両と
せが○件あった。

法人HPによる情報発信
置くことで、改善できた

計画以上の速さで車両
円滑に行うことができる
後は地域の行事への参

目の評価から実施

価

予定通り評価委員会を

1回
1回
1回

達成値］

1回
1回
1回

達成値］

6人

達成値］

達成値］

平成27年8月

入札等が順調に進み、

2回目

2回目

予定どおり、移送車４（定
になり、予定どおり生活

2回目

目評価

項目について、（

の自己評価

別紙・JKA補

福祉

自

[

達
成
値] 

事
前
計
画 

で
設
定
し
た
目
標
値
と
同
じ
単
位
で
実
績
値
を
記
入

補助事業番号と補

(3/5

と違い、法人名が入っ

信についてはweb担当
きたと思われる。

両を導入し、順調にレ
るようになった。安心安
参加を予定しており、今

施状況等を振り

を開催し評価を行った

1.100%
2.50%
3.100%

［達成状況］

1.100%
2.50%
3.100%

［達成状況］

95%

［達成状況］

［達成状況］

100%

無事導入することが

目の自己評価

目の自己評価

（定員８名）を導入した
生活介護（通所）での週

目の自己評価

（３／５）　４．事

補助事業　

祉車両・検診車

自己評価書作成日

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

この場合の達

以下のとおり

 

(3/5)の目標

対し(4/5)の

月」と遅れが

況を「100%」

補助事業者名を

) 

ったカラフルな外装で

当者に一任していたた

レンタル車両と切り替え
安全な対策を講じた車
今まで以上に地域と

返り、事業全体

た。（「評価過程の記録

1～3.
上記の情

［具体的内

1.10月1
2.車両導
に掲載で
3.９月25

［具体的内

週5日の
域行事へ

［具体的内

［具体的内

計画よりも
ど、車両
迎サービ

ができた。また、車両管

価時に評価し

価時に評価し

た。　入札もうまくいき、
週5日の送迎に使用し

価時に評価し

前計画　の達成

平成２７年

補

車・機器・公設

日と作成者を記入

[

達
成
状
況] 
事
前
計
画   

の
目
標
値
に
対
す
る
達
成
値
の
割
合
を
（
達
成
値

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ

セ
ン
テ

ジ
で
記
入

達成状況の算出

りです。 

標値「平成 27 年

の達成値は「平成

がなかったため、

」としました。

[採点

P22,2

記入 

(3/5) 

で施設周辺を走ること

ため、担当者が退職し

えられ、途切れることな
車両にて送迎サービス
と交流が深まるものと期

体を評価してくださ

録」として議事録添付

情報発信時には、常に

内容］

1日発行の機関誌に導
導入前はweb担当者の
できた。
5日○○新聞に事業の

内容］

の送迎で利用するも、外
への参加も行っていく

内容］

内容］

りも早い納車となったが
両運営スタッフが中心
ビスを開始した。

管理スタッフを○人増

してください。

してください。

き、計画よりも早い納車
している。今後、施設や

してください。

成状況等を把握

作成日

年度　事前

助事業番号 27

設[機械設備]

入

出方法は

9 月」に

成 27 年 8

、達成状

 

点・総合評価点]

23 のスコアリン

とになったためか、新車

した結果、車両導入前

となく送迎サービスを行
ビスを行うことができ、利
期待される。

さい。

付）評価結果の法人機

常にオートレース補助金

導入車両の紹介記事
の退職と重なり、連絡

の実施について掲載

外出希望者が少ない
くため、目標達成可能

が、駐車場の整備、送
心となって準備し、万全

増員し計○人とし、より

。（評価様式

。（評価様式

車となった。10月より利
設や地域の行事での外

。（評価様式

し、分析・評価し

年平成 27

前計画／自

7 - ○ - ○

【福祉車両

指標

れぞ

の採

(例

割り

くだ

[

具
体
的
内
容]

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入 

（
達
成
値
を
数
値
で
表
せ
な
か
っ
た
場
合
や
、
や
む
を
得
ず
ス
コ
ア
リ
ン
グ
ガ

イ
ド
通
り
に
採
点
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
等
は
、
そ
の
理
由
を
具
体
的
に
記
入
）

 

ングガイドを基に

新車利用開始から今ま

前のweb掲載は間に合

行うこととなった。車両
利用者とその家族、介

機関誌掲載は、12月に

金による事業であるこ

事を掲載し、関係者や
絡体制が整わず、掲載

載した。

い日もあったため、目標
能となる見込み。

送迎サービスルートの
全の態勢で納車を迎え

り円滑な車両の運用が

式は別用紙に

式は別用紙に

利用開始の予定であ
外出でも使用していく

式は別用紙に

してください。

年 10 月 5

補助事業

己評価書（

○○○

両の整備/

標が複数ある場合

ぞれ採点し、それ

採点としてくださ

例) 1. 4 点（達

2. 1 点（達

3. 4 点（達

(4 点+1 点+4

り切れない場合は

ださい。 

[

具
体
的
内
容]

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入

に採点 

までに施設サービス利

に合わなかった。補助事

両スタッフを増員し、よ
介護者の負担が軽減

総
評価

に行う予定。

ことを明示した。

や公共施設等に配布し
載できなかったが、導

目標達成に至らなかっ

の決定、送迎担当者の
迎えることができ、新しい

ができる体制にした。

になります。）

になります。）

あったが、前倒しで9月
く予定である。

になります。）

日 作成者

者名 (福)◎

（４／５）

/機器・検診

合は、指標ごと

れらを平均して

さい。 

成状況 100%） 

成状況 50%） 

成状況 100%） 

4 点)／3 ＝ 3 点

は整数に切り上

利用希望等の問い合わ

助事業全体を管理する

より安全安心な運用を
減されたと思われる。今

総合
価点 4

採

4

3

採

布した。
導入後は法人HP 3

採

った。今後は地 3

採

採

者のシフト作成な
しい車両での送 4

採

4

採

採

月中旬から利用できる

採

○○　○○○

◎◎◎福祉会

診車の整

にそ

て項目

点 

上げて

 

 

合わ

る者

を
今

点

4

3

点

3

点

3

点

点

4

点

4

採点

採点

るよ

採点

備】

 

 

＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【福
＜交付申請＞

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用

方法」を記入

施
関

導

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

1
2
3
数

(4)
情報
発信

事業の
結果

1
2
3
数

延
均

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

実施
計画

予算等 　

実施体制

車
た

事業の
発展性

車
出

実施
場所

○

事業の
新規性

現
今
制

福
メ
車
排
使
用

(1) 受益者
（ニーズ）

新
行
の

(2) 事業内容

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

４．補助事業

別

＜交付申請＞

別

（２）補助事業の

継続して車両による
サービスを行うことで
り、地域との交流を深

　補助事業の結果

福祉車両の

施設利用者等に聞き
関誌にて公表する。

導入時期

［指標］

1.機関誌掲載回数
2.HP掲載回数
3.○○新聞掲載回
数

［指標］

1.機関誌掲載回数
2.HP掲載回数
3.○○新聞掲載回
数

延利用者数（週平
均）

［指標］

［指標］

【事業の完了時期】 平

車両導入に際しては
たっては、車両管理ス

車両の定員増により施
出支援以外にも、地域

○○県○○市○○１

現在、送迎用に使用
今回申請の車両は、
制が整う。

福祉車両の種類　移
メーカー名　○○○
車名　○○○
排気量　○○○
使用する施設　生活
用途　施設利用者の

（受益者）施設利用者
新規に車両の導入が
行うことができる。また
の送迎に応えることが

業の事前計画

別紙・JKA補助

別紙・JKA補助

の直接的な目的

る送迎を行うことがで
で、利用者とその家族

を深めることができる。

（アウトプット）、成果

の整備/機

「要

き取り調査を行い、利

［目標値］

平成27年9月

［目標値］

［目標値］

1.1回
2.2回
3.1回

1.1回
2.2回
3.1回

80人

［目標値］

平成27年9月20日 　　

は、運転手や介護スタ
理スタッフを○人増員し

施設の新規利用者拡
地域の行事への参加も

１－１－１　社会福祉法

用しているレンタル車両
現在使用している車

移送車４　定員8名

活介護通所施設○○○
の週5日の送迎及び外

者　（ニーズ）現在、送
が必要となる。今回車
た、現在使用の車両と
ができる。

助事業　平成

助事業　平成

補助
でき、利用者も継続して

家族、介護者の負担を

（アウトカム）の直接的

機器・検診

望申請」時の

利用者や地域住民を含

［具体的内容］

［具体的内容］

現在の送迎利用
する予定。

［具体的内容］

1～3.
上記の情報発信

1.車両導入後、新
2.車両導入前と後
3.車両導入翌月

現在使用している
しい車両で送迎が

［具体的内容］

【スケジュール】　別添１：補

タッフを含む職員で導
し計○人とし、より円滑

拡大も考えられる。また
も可能となり、地域との

法人◎◎◎福祉会

両は平成27年10月に
車両よりも定員が多いた

○○○
外出支援、施設の行事

補助事
送迎用に使用している

車両を導入することによ
両と比べ定員が多くなる

２７年度　事前

２７年度　事前

助事業の直接
して慣れている福祉サ
を軽減することが可能

的な効果により達成を

車の整備

のものではあ

含む評価委員会を開催

用者6人の送迎で週5日

信時には、常にオートレ

新しい車両の紹介記事
後の2回、誰でも目に
の○○新聞に事業の

る車両のリース契約が
迎が開始できるよう、9月

補助事業の概要のとおり　

導入検討委員会を開催
滑な車両の運用ができ

た、一度に大勢での外
の交流が増える。

に返却することになって
いため、一度に大勢での

事での外出等に使用。

業
るレンタル車両は平成
より、生活介護（通所）
るので、今まで通所困

前計画／自己

前計画／自己

接的な目的
サービスを利用できる。
能となる。さらに、今以

を目指す、補助事業

備】福祉車両・

ありません。

開催し、車両の導入に

日使用する他、施設利

トレース補助金による事

記事を掲載し、関係者や
にできるよう、法人HPに
の実施について掲載す

が9月末で終了するた
月中の導入を目指す。

　　　【予算】　事業経費

催し、スムーズに導入
できる体制にする。

外出が可能となり、現

ており、早急に新規に
での乗車が可能となり、

用。

成27年10月に返却す
所）利用者の方を引続き
困難のため施設利用が

己評価書（３／

己評価書（２／

る。また、安心安全な対
以上に地域行事への利

の直接的な目的を記

・検診車・機器

ご注意くださ

27-2-○

27-2-○

インター

について評価を行い、法

利用者の外出支援に

事業であることを明示

者や公共施設等に配布
に掲載する。

載する。

ため、スムーズに10月
す。

費比較表のとおり

入できるよう努める。利

現在行っている利用者

に車両の導入が必要
時間に余裕のある送

することになっており、早
続き安全かつ快適に送

が出来なかった方の車

／５）

／５）

インタ

対策を講じた車両に
利用者による参加が

記入してください。

器・公設[機械

さい。 

○○ (福)◎◎◎

○○○ (福)◎◎◎

 

 

  

ーネットDL版

法人機

にも使用

示する。

布する。

月から新

利用にあ

者の外

要となる。
送迎体

早急に
送迎を

の車両で

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

ターネットDL版

にて送迎
が可能とな

械設備] 

◎福祉会 

◎福祉会 

 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【建
＜交付申請＞

別

４．補助事業

(1) 受益者
（ニーズ）

食
い

障
構
　
付
初

外
料
の

(2) 事業内容

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

事業の
新規性

市
協

事業の
発展性

本
き

実施
計画

予算等 　

実施
場所

○

実施体制

当
支
ポ

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

施

1
2
3
4

施

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

1
2
3
4

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を記入

建
価

(4)
情報
発信

事業の
結果

＜交付申請＞

別

遠方からバスや家族
希望される方々の住
家として安心して楽

　補助事業の結

（２）補助事業の

建築/補修

別紙・JKA補助

業の事前計画

（j受益者）地域の生活
食事や入浴等の介護
い。

障害者グループホー
構造規模　：　木造平

　　　　　　延床面積
付帯設備　：　暖冷房
初度調弁　：　別添一
自立した生活の中で
外出・ショッピング等、
料となる。入居条件は
の理解を得るための

市内初のグループホ
協力体制のもと、自分

本事業の実施により、
きと過ごすことができ

【事業の完了時期】 平

○○県○○市○○町

当法人理事長を責任
支援体制は、世話人
ポートや施設の維持管

［指標］

［指標］

施設入居者数

1．掲示板掲示回数
2．HP掲載回数
3．機関誌掲載回数
4．新聞掲載回数

［指標］

施設開設時期

［指標］

1．掲示板掲示回数
2．HP掲載回数
3．機関誌掲載回数
4．新聞掲載回数

建設検討委員会のメ
価を行う。法人Webサ

別紙・JKA補助

族の送迎にて通勤さ
住まいの場の確保。世

楽しく生活し、一人でも

結果（アウトプット）、成

の直接的な目的

修】施設の建築

「要

助事業　平成

活介護や就労継続支
護や日常生活上の支

ームの新築（定員　男性
平屋建て（準耐火構造
積　（１）３６４．２５平方
房設備、合併処理浄化
一覧表のとおり
で、日中は就労継続支
等、自由な時間を過ごす

は身体、知的、精神障
の目的を果たし、地域と

ホーム。入居することに
分らしく安心して生き生

、グループホームの入
きる。安心して生活でき

平成28年3月15日 　　【

町○丁目○-○

任者とし、法人職員2名
人○名による支援を行
持管理等に努める。

［目標値］

8名

1．2回
2．1回
3．1回
4．1回

［目標値］

1．2回
2．1回
3．1回
4．1回

［目標値］

平成28年4月

［目標値］

メンバーとは別の外部
サイトにて評価結果の

助事業　平成

されている方や、施設
世話人の配置を行う
も多く地域で共生でき

成果（アウトカム）の直接

補助

築・補修 

望申請」時の

２７年度　事前

支援等の日中活動事業
支援を必要とする者が入

男性4名・女性4名　計8
造）

方メートル（補助金要望
化槽、スプリンクラー設

支援事業等を利用し、
ごす。家賃は月額○万

障害の方であり、少人
域との共生を目指す。

補助事

により、これまで地域社
生きと過ごすことがで

平成28年3月に施

入居者が新たな地域
きる施設として地域福

【スケジュール】　別添１：補助

名、外部専門家2名、
行い、夜間は○名が常

［具体的内容］

地域のニーズ調査

1．地域住民に対
案内を掲示する。
2．法人Webサイト
3．法人機関誌に
4．完成後福祉新

［具体的内容］

1～4．
上記の全てで、当
る。

［具体的内容］

［具体的内容］

部有識者2人、地域住
の公表を行う。

２７年度　事前

設生活から地域生活を
うことで、食事提供での
きるように支援する事

接的な効果により達成

助事業の直接

のものではあ

前計画／自己

事業を利用している障害
が入居できるグループ

8名）

望建物）
設備等

、夜間や休日はグル
万円、食費は日額○円
人数で共同生活が営め

業

域社会で自立した生活
できる。併せて虐待防止

施設が完成する予定

域生活を始められ、それ
福祉に寄与することが

助事業の概要のとおり　　　　

地域住民2名でグル
常駐する。また、管理

調査により、開設当初か

対し工事を行う事と施設
。

イトに完成後施設につ
に完成後の施設につい
新聞に掲載する。

当該事業は競輪の補

住民2人、施設関係者2

前計画／自己

を希望される方、支援
での栄養面の確保。ま
事を目的とする。

成を目指す、補助事

接的な目的

ありません。

己評価書（３／

障害者。（ニーズ）地域で
プホームが市内になか

ループホーム内で食事
円、光熱費として月額

営める方である。地域住

活ができなかった障害者
防止や相談支援の充実

定であり、新年度からの

それぞれが自分自身の
が期待できる。

【予算】　事業経費比較表

ループホーム建設検討
理者、サービス管理責任

から定員である8名の入

施設への理解を促す為

ついての案内を掲載す
いて掲載する。

補助金を受けて実施し

者2人で構成される評価

己評価書（２／

援学校を卒業され一般
また生活空間の衛生面

事業の直接的な目的を

ご注意くださ

27-○-○

27-○-○

インター

／５）

域で自立した生活を営
かったため、入居希望

事、入浴、洗濯、余暇等
額○万円が自己負担の
住民との交流を図り、障

害者の方々が、地域社
実が図られる。

の施設利用開始とする

の可能性を広げられ、

表のとおり

討委員会を設置。建築
責任者をおき、世話人

の入居がある見込み。

為、工事着工中と完成

する。

したものである旨を明

価委員会を開催し、自

／５）

インタ

一般就労、または福祉
面の確保。入居者が

を記入してください。

さい。 

○○○ (福)◎◎◎

○○○ (福)◎◎

 

 

 

ーネットDL版

営む上で
望者は多

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

暇等、又
の利用
障害者

社会との

る。

生き生

築後の
人のサ

成後に

明示す

自己評

ターネットDL版

祉的就労を
が、自分の

◎福祉会 

◎福祉会 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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(
達
目

(
情
発

　

（

 (

(1

記

の

踏

(2)
課

【

(
ピ
是

自己評価１回目

別

５．補助事業の

a）　個別項

●個別の評価項

(1) 受益者
（ニーズ）

(2) 事業内容 障害

事業の新

規性または

継続の必

要性

事業の
発展性

実施計画
・体制

当法
絡を

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［達

平成

事業の
成果・
波及

［達

7名

(4)
情報
発信

事業の
結果

［達

1．
2．
3．
4．

1．
2．
3．
4．

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達

●(a) 個別項目

b）　総合評価

(5) 自己評価の
体制

外部
た。

1) 事前計画(2/5)

記載の「補助事業

直接的な目的」を

踏まえた、事業全

体についての

意見・所感

グル
して

) 優れている点・
課題、改善すべき

点
地域

建築】

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

今回
に関

補
目＞

別紙・JKA補

の自己評価

目評価

項目について、（

2回目

障害者グループホーム

2回目

2回目

当法人理事長を責任者
絡をとり、順調に建築整

達成値］

平成28年4月

達成値］

名

達成値］

1回
1回
0回
1回

1回
1回
0回
1回

達成値］

目の評価から実施

価

外部有識者2人、地域住
た。

ループホームの新築
ている。入居者が、自

地域にはまだ入居希望

今回の建築地は、法人
に関わっていただけたこ

自

[

達
成
値] 

事
前
計
画 

で
設
定
し
た
目
標
値
と
同
じ
単
位
で
実
績
値
を
記
入

補助事業番号と

(3/5

補助事業　

（３／５）　４．事

目の自己評価

ム（定員　男性4名・女

目の自己評価

目の自己評価

者とし、法人職員2名、
整備することができた。

［達成状況］

100%

［達成状況］

88%

［達成状況］

1．50%
2．100%
3．0%
4．100%

1．50%
2．100%
3．0%
4．100%

［達成状況］

施状況等を振り

域住民2人、施設関係者

築により、8名の方の住
自分の家として安心し

望者がいるため、2棟目

人事務所と離れている
たことにより、順調に開設

自己評価書作成日

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

この場合の

以下のとお

 

(3/5)の目標

の達成値「7

↓ 

達成値／目標

7／8 ＝ 87.

補助事業者名を

5) 

「補修

平成２７年

補

前計画　の達成

価時に評価し

女性4名　計8名・木造

価時に評価し

価時に評価し

、外部専門家2名、地
。建築後は、世話人○

［具体的内

予定どお

［具体的内

入居予定
る予定で

［具体的内

1．工事中
2．法人H
3．法人機
かった。
4．完成後

1～4．
上記のう
予定のも

［具体的内

返り、事業全体

者2人で構成される評

住まいの場を確保する
して楽しく生活し、地域

目3棟目のグループホ

る場所であるため、計画
開設するに至った。今後

日と作成者を記入

[

達
成
状
況] 
事
前
計
画   

の
目
標
値
に
対
す
る
達
成
値
の
割
合
を
（
達
成
値

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ

セ
ン
テ

ジ
で
記
入

達成状況の算出

りです。 

標値「8名」に対す

7名」の割合。

標値＝達成状況

.5% ≒ 88% 

[採点

P22,

を記入 

(3/5) 

」事業は全

年度　事前

助事業番号 27

作成日

成状況等を把握し

してください。

造平屋建て造り）の新築

してください。

してください。

地域住民2名でグルー
人○名（夜間常駐○名

内容］

おり平成28年3月に施

内容］

定であった8名のうち1
である。

内容］

事中は掲示を行ったが
人HPに完成後施設につ
人機関誌に完成後の施

（○月発行予定）
成後福祉新聞に掲載し

うち実施したものにつ
ものについても明示す

内容］

体を評価してくださ

評価委員会を５月○日

ることができた。今現在
域での共生の一歩を踏

ホーム開設を計画中で

計画当初は建築地周辺
後も地域との交流を続

入

出方法は

する(4/5)

況 

点・総合評価点]

23 のスコアリン

ての項目を

前計画／自

7 - ○ - ○

平成 28

し、分析・評価し

。（評価様式

築工事を行い、計画ど

年

。（評価様式

。（評価様式

ープホーム建設検討委
名）、管理者、サービス

施設が完成し、4月開設

1名が入居前に怪我の

が完成後掲示板を仮撤
ついての案内を掲載し
施設について掲載する

した。（△月△日）

ついては、競輪の補助
する予定である。

さい。

日に開催し、自己評価

在の入居者は7名だが
を踏み出した。

である。

辺の住民との調整が心
続け、良好な関係を保

指標

ぞれ

点と

(例

割り

くだ

（
達
成
値
を
数
値
で
表
せ
な
か
っ
た
場
合
や
、
や
む
を
得
ず
ス
コ
ア
リ
ン
グ
ガ

イ
ド
通
り
に
採
点
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
等
は
、
そ
の
理
由
を
具
体
的
に
記
入
）

] 

ングガイドを基に

を 1 回目に評

補助事業者

己評価書（

○○○

10

してください。

式は別用紙に

画どおり完成した。

年 5 月

式は別用紙に

式は別用紙に

委員会を設置し、設計
ス管理責任者の職員体

開設となった。

我のため入院となり、入

撤去したため、今後掲
載した。
するが、印刷が遅れ完了

助金を受けて実施した

価を行った。法人HP上

が、入居者間のトラブ

心配されたが、建設検
保ちたい。

施設の

標が複数ある場合

れ採点し、それら

としてください。

例) 1. 1 点（達

2. 4 点（達

3. 1 点（達

4. 4 点（達

(1 点+4 点+1

り切れない場合

ださい。 

[

具
体
的
内
容] 

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入 

に採点 

評価します

者名 (福)◎

（４／５）

日 作成者

になります。）

になります。）

になります。）

計管理者や工事請負
員体制で、支援に努め

入居が延期となった。5

掲示する予定。（○月

完了報告書提出時まで

たものである旨を明示

P上で一部評価結果の

ブルもなく、落ち着いた

総
評価

検討委員会等に地域

の建築・補修【

合は、指標ごとに

らを平均して項

。 

成状況 50%） 

成状況 100%） 

成状況 0%） 

成状況 100%） 

1 点+4 点)／4 ≒

合は整数に切り上

。 

◎◎◎福祉会

採

○○　○○○

採

採

負業者と密に連
めている。

採

4
採

4

採

5月中に入居す 3

採

月○日頃）

でに発行できな 3

示した。今後実施 3

採

4

採

の公表を行っ

た生活をし、快適に過

総合
価点 4

域住民の方々が積極的

【建築/補

にそれ

目の採

≒ 3 点

上げて

 

採点

採点

採点

点

4
点

4

点

3

点

3

3

点

4

点

過ご

極的

修】

 

 

 

＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【建
＜交付申請＞

別

４．補助事業

(1) 受益者
（ニーズ）

食
い

障
構
　
付
初

外
料
の

(2) 事業内容

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

事業の
新規性

市
協

事業の
発展性

本
き

実施
計画

予算等 　

実施
場所

○

実施体制

当
支
ポ

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

施

1
2
3
4

施

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

1
2
3
4

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を記入

建
価

(4)
情報
発信

事業の
結果

＜交付申請＞

別

遠方からバスや家族
希望される方々の住
家として安心して楽

　補助事業の結

（２）補助事業の

建築/補修

別紙・JKA補助

業の事前計画

（j受益者）地域の生活
食事や入浴等の介護
い。

障害者グループホー
構造規模　：　木造平

　　　　　　延床面積
付帯設備　：　暖冷房
初度調弁　：　別添一
自立した生活の中で
外出・ショッピング等、
料となる。入居条件は
の理解を得るための

市内初のグループホ
協力体制のもと、自分

本事業の実施により、
きと過ごすことができ

【事業の完了時期】 平

○○県○○市○○町

当法人理事長を責任
支援体制は、世話人
ポートや施設の維持管

［指標］

［指標］

施設入居者数

1．掲示板掲示回数
2．HP掲載回数
3．機関誌掲載回数
4．新聞掲載回数

［指標］

施設開設時期

［指標］

1．掲示板掲示回数
2．HP掲載回数
3．機関誌掲載回数
4．新聞掲載回数

建設検討委員会のメ
価を行う。法人Webサ

別紙・JKA補助

族の送迎にて通勤さ
住まいの場の確保。世

楽しく生活し、一人でも

結果（アウトプット）、成

の直接的な目的

修】施設の建築

「要

助事業　平成

活介護や就労継続支
護や日常生活上の支

ームの新築（定員　男性
平屋建て（準耐火構造
積　（１）３６４．２５平方
房設備、合併処理浄化
一覧表のとおり
で、日中は就労継続支
等、自由な時間を過ごす

は身体、知的、精神障
の目的を果たし、地域と

ホーム。入居することに
分らしく安心して生き生

、グループホームの入
きる。安心して生活でき

平成28年3月15日 　　【

町○丁目○-○

任者とし、法人職員2名
人○名による支援を行
持管理等に努める。

［目標値］

8名

1．2回
2．1回
3．1回
4．1回

［目標値］

1．2回
2．1回
3．1回
4．1回

［目標値］

平成28年4月

［目標値］

メンバーとは別の外部
サイトにて評価結果の

助事業　平成

されている方や、施設
世話人の配置を行う
も多く地域で共生でき

成果（アウトカム）の直接

補助

築・補修 

望申請」時の

２７年度　事前

支援等の日中活動事業
支援を必要とする者が入

男性4名・女性4名　計8
造）

方メートル（補助金要望
化槽、スプリンクラー設

支援事業等を利用し、
ごす。家賃は月額○万

障害の方であり、少人
域との共生を目指す。

補助事

により、これまで地域社
生きと過ごすことがで

平成28年3月に施

入居者が新たな地域
きる施設として地域福

【スケジュール】　別添１：補助

名、外部専門家2名、
行い、夜間は○名が常

［具体的内容］

地域のニーズ調査

1．地域住民に対
案内を掲示する。
2．法人Webサイト
3．法人機関誌に
4．完成後福祉新

［具体的内容］

1～4．
上記の全てで、当
る。

［具体的内容］

［具体的内容］

部有識者2人、地域住
の公表を行う。

２７年度　事前

設生活から地域生活を
うことで、食事提供での
きるように支援する事

接的な効果により達成

助事業の直接

のものではあ

前計画／自己

事業を利用している障害
が入居できるグループ

8名）

望建物）
設備等

、夜間や休日はグル
万円、食費は日額○円
人数で共同生活が営め

業

域社会で自立した生活
できる。併せて虐待防止

施設が完成する予定

域生活を始められ、それ
福祉に寄与することが

助事業の概要のとおり　　　　

地域住民2名でグル
常駐する。また、管理

調査により、開設当初か

対し工事を行う事と施設
。

イトに完成後施設につ
に完成後の施設につい
新聞に掲載する。

当該事業は競輪の補

住民2人、施設関係者2

前計画／自己

を希望される方、支援
での栄養面の確保。ま
事を目的とする。

成を目指す、補助事

接的な目的

ありません。

己評価書（３／

障害者。（ニーズ）地域で
プホームが市内になか

ループホーム内で食事
円、光熱費として月額

営める方である。地域住

活ができなかった障害者
防止や相談支援の充実

定であり、新年度からの

それぞれが自分自身の
が期待できる。

【予算】　事業経費比較表

ループホーム建設検討
理者、サービス管理責任

から定員である8名の入

施設への理解を促す為

ついての案内を掲載す
いて掲載する。

補助金を受けて実施し

者2人で構成される評価

己評価書（２／

援学校を卒業され一般
また生活空間の衛生面

事業の直接的な目的を

ご注意くださ

27-○-○

27-○-○

インター

／５）

域で自立した生活を営
かったため、入居希望

事、入浴、洗濯、余暇等
額○万円が自己負担の
住民との交流を図り、障

害者の方々が、地域社
実が図られる。

の施設利用開始とする

の可能性を広げられ、

表のとおり

討委員会を設置。建築
責任者をおき、世話人

の入居がある見込み。

為、工事着工中と完成

する。

したものである旨を明

価委員会を開催し、自

／５）

インタ

一般就労、または福祉
面の確保。入居者が

を記入してください。

さい。 

○○○ (福)◎◎◎

○○○ (福)◎◎

 

 

 

ーネットDL版

営む上で
望者は多

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

暇等、又
の利用
障害者

社会との

る。

生き生

築後の
人のサ

成後に

明示す

自己評

ターネットDL版

祉的就労を
が、自分の

◎福祉会 

◎福祉会 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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＜交付申請＞

インターネットDL版

成果を学会や○○展示会や説明会などで積極的にアピールし、実用化を目指す。

1.1回
2.1回
3.2回

1．平成27年○月オープンキャンパス時にパネル展示を行う。
2．○○研究の最終報告を研究室Webページに掲載する。
3．平成28年度中に○○学会秋季大会及び△△学会にて発表を行う。

(5)　自己評価の体制

※研究補助の場
合は、「成果の利
活用方法」を記入

1～3.
上記1～3.に併せ、オートレースの補助金による事業である旨を明示する。

1.1回
2.1回
3.2回

(4)
情報
発信

事業の
結果

［指標］ ［目標値］ ［具体的内容］

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

［指標］ ［目標値］ ［具体的内容］

1．パネル展示回数
2．HP掲載回数
3．学会発表回数

事業の
成果・
波及

［指標］ ［目標値］ ［具体的内容］

学会発表 2件 平成28年度中に、○○学会秋季大会及び△△学会にて発表。

実施体制

申請者本人が中心となり、○○准教授及び学生3人の協力体制のもと、事業を実施する。

1．パネル展示回数
2．HP掲載回数
3．学会発表回数

完成 実用化に向け検証可能なロボットを試作する。
［目標値］ ［具体的内容］

検証用ロボットの試
作

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［指標］

事業の
発展性

完成品の低価格化が可能となれば、福祉施設のみならず一般家庭における在宅介護用にも普及されると思われるため、試作品
完成後は企業と共同で実用化を進める。

実施
場所

○○大学大学院○○工学研究科○○研究室
実施
計画

予算等 　【事業の完了時期】 平成28年3月31日 　　【スケジュール】　別添１：補助事業の概要のとおり　　　　【予算】　事業経費比較表のとおり

事業の
新規性

○○介護時におけるサポートロボットは今までに例がなく、新規性の高い事業である。

(2) 事業内容

以前から○○の動きをサポートするロボットの研究を続けているが、それを基に○○介護時に応用の可能性を見出し、実用化に
向けた検証用ロボットの試作を以下の手順で行う。
1. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
2. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
3. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
4. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
5. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

(1) 受益者
（ニーズ）

（受益者）○○介護者。（ニーズ）○○介護時は、ほんの数分のために介護者が複数名必要になるケースが多いが、本事業におい
て制作するロボットを使用することにより、介護者一人のみでの介護が可能となる。また、……………………………。

補助事業

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～

５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

４．補助事業の事前計画

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（３／５）

＜交付申請＞

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（２／５）

インターネットDL版

（２）補助事業の直接的な目的

　補助事業の結果（アウトプット）、成果（アウトカム）の直接的な効果により達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入してください。

補助事業の直接的な目的
本事業では、○○介護時に介護者が自ら装着して使用するサポート用ロボットの研究・開発を行い、実用化に向けた検証作業用ロボットの試作を行
う。

事
前
計
画
（３
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。 

【調査・分析・研究開発】研究補助 

「要望申請」時のものではありません。ご注意ください。 

27-○○○ ○○大学大学院○○工学研究科 ○○○○○ 

27-○○○ ○○大学大学院○○工学研究科 ○○○○○ 

「
研
究
の
直
接
的
な
目
的
」
を
達
成
し
て
い
る
か
確
認
で
き
る
指
標 
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＜自

５

（

　

(
達
目

(
情
発

　

（

 (

(1

(2)
課

【

(
ピ
是

自己評価１回目

別

５．補助事業の

a）　個別項

●個別の評価項

(1) 受益者
（ニーズ）

(2) 事業内容 ○○

事業の新
規性また
は継続の
必要性

事業の
発展性

実施
計画

・体制

申請

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［達

完成

(4)
情報
発信

事業の
結果

事業の
成果・
波及

［達

0件

［達

1. 
2. 
3. 

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達

●(a) 個別項目

b）　総合評価

(5) 成果の利活
用方法

) 事業全体につ
いての

意見・所感

これ
り着

) 優れている点・
課題、改善すべき

点

研究
きで

研究補助】

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

今回
のち

1. 
2. 
3 .

目＞

別紙・JKA補

の自己評価

目評価

項目について、（

2回目

○○介護時のサポート

2回目

請者本人が中心とな

達成値］

完成

2回目

達成値］

件

達成値］

1回
1回
0回

達成値］

目の評価から実施

価

2回目

れまでの○○の動きを
着き、実用化の可能性

研究室の一角を検証作
であった。

今回は○○の動きをサ
ち、○○分野用ロボッ

1回
1回
0回

自己

[

達
成
値] 

事
前
計
画 

で
設
定
し
た
目
標
値
と
同
じ
単
位
で
実
績
値
を
記
入

補助事業番

(3/5)

補助事業　

（３／５）　４．事

目の自己評価

トロボットの試作を計画

目の自己評価

なり、○○准教授及び

［達成状況］

100%

目の自己評価

［達成状況］

0%

1. 100％
2. 100％
3. 0％

［達成状況］

1. 100％
2. 100％
3. 0％

［達成状況］

施状況等を振り

目の自己評価

をサポートするロボット
性が高まった。非常に

作業に使用できるよう、

サポートするロボットの研
ボットの研究開発を行い

己評価書作成日

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

この場合の達

以下のとおり

 

(3/5)の目標

の達成値は「

ていないが、

め、達成状況

番号と補助事業者

) 

平成２７年

前計画　の達成

価時に評価し

画通り行うことができた

価時に評価し

び学生3人の協力体制

［具体的内

試作機を

価時に評価し

［具体的内

計画どお

1．平成2
2．研究室
3．計画ど

［具体的内

1,2．情報
3.  学会発

［具体的内

返り、事業全体

価時に評価し

ットの研究開発を基に、
に有意義な研究であっ

、レイアウトの変更に時

の研究開発を○○介護
いたい。

と作成者を記入

[

達
成
状
況] 
事
前
計
画   

の
目
標
値
に
対
す
る
達
成
値
の
割
合
を
（
達
成
値

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

達成状況の算出

りです。 

値「完成」に対

「完成」と数値で

、計画通り達成

況は「100%」とし

[採

P24

者名を記入

(3/5) 

補助事業番号

年度　事前

作成日

成状況等を把握し

してください。

た。現在は検証作業に

してください。

制のもと、計画通り実施

内容］

を完成させ、検証作業

してください。

内容］

おり、平成28年度中に

27年○月オープンキ
究室Webページに最終
画どおり、平成28年度中

内容］

報発信時には、オート
会発表時にはオートレ

内容］

体を評価してくださ

してください。

に、福祉事業の分野に
あった。

に時間がかかり、検証作

護に焦点を当て進めて

入

出方法は

し(4/5)

で表され

成したた

ました。

採点・総合評価点

4,25 のスコアリ

○27 -

前計画／自

平成 28 年

し、分析・評価し

。（評価様式

に移り、継続中である

。（評価様式

施した。

業を進めている。

。（評価様式

に○○学会秋季大会

キャンパス時にパネル
終報告を掲載した。
中に、○○学会秋季

トレースの補助金を受
レースの補助金を受け

さい。

。（評価様式

において実用化の可能

作業への移行がスム

めてきたが、この機能は

指標が

れぞれ

の採点

(例) 

割り切

くださ

（
達
成
値
を
数
値
で
表
せ
な
か
っ
た
場
合
や
、
や
む
を
得
ず
ス
コ
ア
リ
ン
グ
ガ

イ
ド
通
り
に
採
点
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
等
は
、
そ
の
理
由
を
具
体
的
に
記
入
）

点] 

リングガイドを基

○○○ 補助事業者

己評価書（

年 5 月 25

してください。

式は別用紙に

る。

式は別用紙に

式は別用紙に

会及び△△学会にて発

ル展示を行った。

季大会及び△△学会に

受けて実施した研究で
けて実施した研究であ

式は別用紙に

能性を見出せるよう、計

ムーズにできなかった。

は、○○分野にも応用

研究補助【調

が複数ある場合は

れ採点し、それら

点としてください

1. 4 点（達成状

2. 4 点（達成状

3. 1 点（達成状

(4 点+4 点+1 点

切れない場合は整

い。 

[

具
体
的
内
容] 

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入 

基に採点 

者名
○○大学大学
科　○○　○

（４／５）

日 作成者

になります。）

になります。）

になります。）

発表する予定である。

にて発表する予定であ

究である旨を明示した。
ある旨を明示する予定

になります。）

計画を立てていたが

総
評価

。事前に検証作業も含

用可能であるため、企

調査・分析

は、指標ごとに

らを平均して項

い。 

状況 100%） 

状況 100%） 

状況 0%） 

点)／3 ＝ 3 点 

整数に切り上げ

学院○○工学研究
○○○

○○　○○○

採

採

採

4
採

4

採

採

1

である。 3

採

定である。 3

採

採

が、無事検証作業にた

総合
価点 4

含めて計画を立てるべ

企業の協力が得られた

析・研究開

そ

目

て

 

究

点

点

点

4
点

4

点

点

1

3

点

3

点

点

たど

るべ

た

発】

  

  

  

＜交付申請＞

インターネットDL版

成果を学会や○○展示会や説明会などで積極的にアピールし、実用化を目指す。

1.1回
2.1回
3.2回

1．平成27年○月オープンキャンパス時にパネル展示を行う。
2．○○研究の最終報告を研究室Webページに掲載する。
3．平成28年度中に○○学会秋季大会及び△△学会にて発表を行う。

(5)　自己評価の体制

※研究補助の場
合は、「成果の利
活用方法」を記入

1～3.
上記1～3.に併せ、オートレースの補助金による事業である旨を明示する。

1.1回
2.1回
3.2回

(4)
情報
発信

事業の
結果

［指標］ ［目標値］ ［具体的内容］

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

［指標］ ［目標値］ ［具体的内容］

1．パネル展示回数
2．HP掲載回数
3．学会発表回数

事業の
成果・
波及

［指標］ ［目標値］ ［具体的内容］

学会発表 2件 平成28年度中に、○○学会秋季大会及び△△学会にて発表。

実施体制

申請者本人が中心となり、○○准教授及び学生3人の協力体制のもと、事業を実施する。

1．パネル展示回数
2．HP掲載回数
3．学会発表回数

完成 実用化に向け検証可能なロボットを試作する。
［目標値］ ［具体的内容］

検証用ロボットの試
作

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［指標］

事業の
発展性

完成品の低価格化が可能となれば、福祉施設のみならず一般家庭における在宅介護用にも普及されると思われるため、試作品
完成後は企業と共同で実用化を進める。

実施
場所

○○大学大学院○○工学研究科○○研究室
実施
計画

予算等 　【事業の完了時期】 平成28年3月31日 　　【スケジュール】　別添１：補助事業の概要のとおり　　　　【予算】　事業経費比較表のとおり

事業の
新規性

○○介護時におけるサポートロボットは今までに例がなく、新規性の高い事業である。

(2) 事業内容

以前から○○の動きをサポートするロボットの研究を続けているが、それを基に○○介護時に応用の可能性を見出し、実用化に
向けた検証用ロボットの試作を以下の手順で行う。
1. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
2. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
3. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
4. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
5. ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

(1) 受益者
（ニーズ）

（受益者）○○介護者。（ニーズ）○○介護時は、ほんの数分のために介護者が複数名必要になるケースが多いが、本事業におい
て制作するロボットを使用することにより、介護者一人のみでの介護が可能となる。また、……………………………。

補助事業

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～

５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

４．補助事業の事前計画

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（３／５）

＜交付申請＞

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（２／５）

インターネットDL版

（２）補助事業の直接的な目的

　補助事業の結果（アウトプット）、成果（アウトカム）の直接的な効果により達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入してください。

補助事業の直接的な目的
本事業では、○○介護時に介護者が自ら装着して使用するサポート用ロボットの研究・開発を行い、実用化に向けた検証作業用ロボットの試作を行
う。

事
前
計
画
（３
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。 

【調査・分析・研究開発】研究補助 

「要望申請」時のものではありません。ご注意ください。 

27-○○○ ○○大学大学院○○工学研究科 ○○○○○ 

27-○○○ ○○大学大学院○○工学研究科 ○○○○○ 

「
研
究
の
直
接
的
な
目
的
」
を
達
成
し
て
い
る
か
確
認
で
き
る
指
標 
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＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【調
＜交付申請＞

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

2
3

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を記入

外
W

(4)
情報
発信

事業の
結果

2
3

○
件

(3)
達成
目標

事業の
成果・
波及

事業の
実施
結果

2

実施
場所

(

実施体制

学
る

事業の
発展性

安
促

実施
計画

予算等 　

継続の
必要性

本
が
る
め

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

学
る
の
る

(2) 事業内容

器

４．補助事業

(1) 受益者
（ニーズ）

別

＜交付申請＞

別

（２）補助事業の

○○機械産業の○

　補助事業の結

調査・分析

［指標］

1．機関誌掲載
2．Webページ掲載
3．会議報告

外部専門家（○名）、
Webサイトにて公表。

1．機関誌掲載
2．Webページ掲載
3．会議報告

［指標］

○○使用時の事故
件数

［指標］

［指標］

1．報告書配布数
2．報告会開催数

(一財）◎◎◎◎研究

学識経験者、○○機
る調査研究委員会

安全性向上のための
促進され、○○機器使

【事業の完了時期】 平

本財団は○○機械産
がある中、まだ安全性
る○○機器について
め、早急に安全性向

学識経験者、○○機
る調査研究委員会を
のため、ガイドラインを
る。
・○○機器の安全・安
・……………………
・……………………
・……………………
・……………………
・……………………

（受益者）○○機械産
器については、使用

業の事前計画

別紙・JKA補助

別紙・JKA補助

の直接的な目的

○○分野における、○

結果（アウトプット）、成

析・研究開発

「要

［目標値］

1．1回
2．1回
3．3回

本財団役員（○名）、

1．1回
2．1回
3．3回

［目標値］

０件(月平均17件減
少)

［目標値］

［目標値］

1．3,000冊
2．2回

究協会　　東京都○○

機械設備製造業者、○

のガイドラインの策定を
器使用時の事故が減り

平成28年3月31日 　　

産業用機器の安全性
性向上のためのガイド

ても新たにガイドライン
向上のためのガイドライ

機械設備製造業者、○
を組織し、以下の手順

ンを作成し、安全な生産

安心に関する調査研究
…………………………
…………………………
…………………………
…………………………
…………………………

産業の○○分野にお
用時の安全性向上のた

助事業　平成

助事業　平成

○○時の○○機器の

成果（アウトカム）の直接

補助

発】振興事業・

望申請」時の

［具体的内容］

1～3．
上記の情報発信

、実施責任者（１名）等

1．事業について
2．本財団Webペ
び報告書を掲載
3．国内会議にて

減 平成○年度月平
なくなる見込み。

［具体的内容］

［具体的内容］

1．報告書を調査
2．ガイドライン策

［具体的内容］

○区○○ホール（調査

○○機器製造業者、並

をし、調査報告書を作
り、○○機械産業の○

【スケジュール】　別添１：補

性向上のためのガイドラ
ドラインの策定がされ

ンの策定が必要となっ
インの策定が望まれる

○○機器製造業者、並
順で審議・議論の場を
産システムの………を

研究委員会開催(年間1
………………………
………………………
………………………
………………………
………………………

おける○○機器利用者
ためのガイドラインが確

補助事

成２７年度　事

成２７年度　事

の安全性向上のため、

接的な効果により達

助事業の直接

公設[人材育成、

のものではあ

信時には、常に競輪の

等による委員会にお

て本財団機関誌に掲載
ページを訪れた全ての
載。
て3回報告。

平均17件あった全国の

査報告会参加者や協会
策定後、2回開催。

査報告会）

並びに使用者（計10名

作成し関係者に配布、
○○分野の発展が期待

補助事業の概要のとおり　　　

ドラインの策定を行って
れておらず、必要な機器
ってくる。利用者の増加
る。

並びに使用者（計10名
を設け、○○機械産業
を図る。調査報告書を

間10回)
…
…
…
…
…

者　　（ニーズ）近年利
確立されていないため

業

前計画／自己

前計画／自己

、ガイドラインを策定し

成を目指す、補助事

接的な目的

共同研究]・事業

ありません。

の補助金による事業で

おいて自己評価を実施

掲載。
の人が報告書を閲覧可

の○○機器使用時の

協会の会員企業等に配

0名)で構成される○○

布、Webサイトでも公開
期待できる。

　【予算】　事業経費比較表

てきているが、多種多
機器が多くある。○○機

加とともに、使用時の

0名)で構成される○○
業の○○分野における
を作成し関係者に配布

利用者が増加している
め、必要である。

己評価書（３／

己評価書（２／

定し、安全な生産システ

事業の直接的な目的

業費・新世紀未来

ご注意くださ

27-○○

27-○○○

インター

であることを明示。

施。自己評価結果は本

覧可能となるよう、調査

の事故（軽微なものを含

配布。

○機器の安全・安心に

開することにより、普及啓

表のとおり

多様な○○機械産業用
機械産業の○○分野

の事故が増える傾向に

○機器の安全・安心に
ける、○○機器の安全
配布、Webサイトでも公

る、○○機械産業の○

／５）

／５）

イン

テムの○○を図る。

を記入してください。

来創造プロジェクト

さい。 

○ (一社)◎◎◎

○ (一社)◎◎◎

 

 

 

ーネットDL版

本財団

査結果及

含む）が

に関す

及啓発が

業用機器
野におけ
にあるた

に関す
全性向上
公開す

○○機

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

ターネットDL版

ト・東日本大震災

◎◎研究所 

◎◎研究所 

復興支援 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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【振

(2)
課

　

(1

記

の

を

全

(
ピ
是

(
情
発

 (

(
達
目

（

　

５

自己評価１回目

b）　総合評価

振興事業】

) 優れている点・
課題、改善すべき

点

○○
がで

●(a) 個別項目

1) 事前計画(2/5)

記載の「 補助事業

の直接的な目的」

を踏まえた、事業

全体についての

意見・所感

○○
めの

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

業界

(4)
情報
発信

事業の
結果

［ 達

1．
2．
3．

(5) 自己評価の
体制

外部

1．
2．
3．

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［ 達

1．
2．

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［ 達

事業の
成果・
波及

［ 達

月平

実施計画
・体制

計画
開催

事業の
発展性

事業の新
規性また

は継続の

必要性

多種

○○
た。

(1) 受益者
（ニーズ）

近年
加し

a）　個別項

(2) 事業内容

●個別の評価項

５．補助事業の

別

振興事業

目＞

価

○○機器の安全・安心
ができた。

目の評価から実施

○○機器の安全・安心
のガイドラインを策定

業界初の○○機器の安

達成値］

1回
1回
2回

外部専門家（○名）、法

1回
1回
2回

達成値］

2,680冊
2回

達成値］

達成値］

平均7件減少

計画通り、学識経験者、
開催し、調査報告会を2

2回目

多種多様な○○機械産

○○関係者に対するア
た。

近年利用者が増加して
加した。

目評価

項目について、（

の自己評価

別紙・JKA補

自己

[

達
成
値] 

事
前
計
画 

で
設
定
し
た
目
標
値
と
同
じ
単
位
で
実
績
値
を
記
入

補助事業番

(3/5

業・公設[人材育成

心に関する調査研究委

施状況等を振り

心に関する調査研究委
定することができた。今

安全性向上のためのガ

［ 達成状況］

1．100％
2．100％
3．67％

法人役員（○名）、実施

1．100％
2．100％
3．67％

［ 達成状況］

［ 達成状況］

1．89%
2．100%

［ 達成状況］

41%

者、○○機械設備製造
を2回行った。

目の自己評価

産業用機器がある中、

アンケート調査は全４回

ている、○○機械産業

（３／５）　４．事

補助事業　

己評価書作成日

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ

セ
ン
テ

ジ
で
記
入

この場合の達成

下のとおりです

 

(3/5)の目標値

(4/5)の達成値

↓ 

達成値／目標値

7／17 ＝ 41.1

番号と補助事業者

) 

成、共同研究]・事

委員会を専門性の高い

返り、事業全体

委員会において、調査
今後はガイドラインの周

ガイドラインを策定す

［ 具体的

1．事業に
2．本財団
た。
3．国内会

実施責任者（１名）等に

1～3．
上記の情

ガイドライ
7件減少
年内に目

［ 具体的

1．調査報
2．ガイド

［ 具体的

造業者、○○機器製造

価時に評価し

［ 具体的

、本事業では○○分

回行う予定であったが

業の○○機器について

前計画　の達成

平成２７年

と作成者を記入

[

達
成
状
況] 
事
前
計
画   

の
目
標
値
に
対
す
る
達
成
値
の
割
合
を
（
達
成
値

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

成状況の算出方

す。 

値「17 件減少」に

値「7 件減少」の

値＝達成状況 

% ≒ 41% 

[採

P22

者名を記入

(3/5) 

事業費・新世紀未

補助事業番号

高いメンバーで構成でき

体を評価してくださ

査分析がスムーズに行
周知徹底を進め、さら

することができ、○○学

内容］

業について本財団機関
財団Webページを訪れ

内会議にて2回報告済。

による委員会を○月○

情報発信時には、常に

イン策定後、○月○日
少したが、目標達成で
目標達成できるよう、今

内容］

査報告書を調査報告会
ドライン策定後、○月

内容］

造業者、並びに使用者

してください。

内容］

分野における○○機器

が、３回で全ての調査

ての使用時の安全性

成状況等を把握し

作成日

年度　事前

入

方法は以

に対する

の割合。 

採点・総合評価点

2,23 のスコアリ

未来創造プロジェ

できたことにより、業界初

さい。

行われ、○○機械産
らなる安全な生産シス

学会から特に高い評価

関誌（○月号）に掲載
れた全ての人が報告書

済。今後△月にも報告予

○日開催し、自己評価

常に競輪の補助金によ

日までに○件の事故
できなかった。ガイドライ
今後はガイドラインの

会参加者や協会の会員
○日及び○日の2回

用者（計10名)で構成さ

。（記入様式

器の安全性向上のため

査を行うことができた。

性向上のためのガイドラ

し、分析・評価し

年

○

平成 28

前計画／自

27 -

指標が複数

れぞれ採点

の採点とし

(例) 1. 

2. 

(3 点

割り切れな

ください。

（
達
成
値
を
数
値
で
表
せ
な
か
っ
た
場
合
や
、
や
む
を
得
ず
ス
コ
ア
リ
ン
グ
ガ

イ
ド
通
り
に
採
点
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
等
は
、
そ
の
理
由
を
具
体
的
に
記
入
）

点] 

リングガイドを基

ェクト・東日本大震

初の○○機器の安全

産業の○○分野におけ
ステムの○○を図りた

価を得た。

載した。
書を閲覧可能となるよ

告予定。

価を実施。自己評価結

よる事業であることを明

故があった。平成○年度
ラインの普及促進ととも
の普及促進に努める。

会員企業等に配布。
回開催。

される○○機器の安全

式は別用紙に

ためのガイドラインの策

他は計画通り事業を

ドラインが確立された。

してください。

年 5 月 25

○○○ 補助事業者

己評価書（

数ある場合は、指

点し、それらを平

してください。 

3 点（達成状況

4点（達成状況

点+4 点)／2 ＝ 

ない場合は整数

 

[

具
体
的
内
容] 

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入 

基に採点 

震災復興支援【調

全性向上のためのガイ

ける、○○時の○○機
たい。

総
評価

よう、調査結果及び報

結果は当会ＨＰにて一

明示した。

年度月平均と比較し月
もに、事故件数は減少

全・安心に関する調査

になります。）

策定を行うことができた

を実施し、ガイドライン

調査報告会には○社

日 作成者

者名 (一社)◎

（４／５）

指標ごとにそ

平均して項目

況 89%） 

況 100%） 

3.5 ≒ 4 点 

に切り上げて

調査・分析

イドラインを策定するこ

機器の安全性向上の

総合
価点 4

採

報告書を掲載し 3

4一部公表済み。

3

採

月平均10件となり
少していくため、 1

採

4

採

4

採

査研究委員会を

採

採

た。

採

4

ンを策定することができ

4
○社の企業が参

採

◎◎◎◎研究所

○○　○○○

析・研究開

 

こと

のた

点

3

4

3

点

1

点

4

点

4

採点

点

点

点

4

でき

4

点

発】
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補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【調
＜交付申請＞

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

2
3

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を記入

外
W

(4)
情報
発信

事業の
結果

2
3

○
件

(3)
達成
目標

事業の
成果・
波及

事業の
実施
結果

2

実施
場所

(

実施体制

学
る

事業の
発展性

安
促

実施
計画

予算等 　

継続の
必要性

本
が
る
め

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

学
る
の
る

(2) 事業内容

器

４．補助事業

(1) 受益者
（ニーズ）

別

＜交付申請＞

別

（２）補助事業の

○○機械産業の○

　補助事業の結

調査・分析

［指標］

1．機関誌掲載
2．Webページ掲載
3．会議報告

外部専門家（○名）、
Webサイトにて公表。

1．機関誌掲載
2．Webページ掲載
3．会議報告

［指標］

○○使用時の事故
件数

［指標］

［指標］

1．報告書配布数
2．報告会開催数

(一財）◎◎◎◎研究

学識経験者、○○機
る調査研究委員会

安全性向上のための
促進され、○○機器使

【事業の完了時期】 平

本財団は○○機械産
がある中、まだ安全性
る○○機器について
め、早急に安全性向

学識経験者、○○機
る調査研究委員会を
のため、ガイドラインを
る。
・○○機器の安全・安
・……………………
・……………………
・……………………
・……………………
・……………………

（受益者）○○機械産
器については、使用

業の事前計画

別紙・JKA補助

別紙・JKA補助

の直接的な目的

○○分野における、○

結果（アウトプット）、成

析・研究開発

「要

［目標値］

1．1回
2．1回
3．3回

本財団役員（○名）、

1．1回
2．1回
3．3回

［目標値］

０件(月平均17件減
少)

［目標値］

［目標値］

1．3,000冊
2．2回

究協会　　東京都○○

機械設備製造業者、○

のガイドラインの策定を
器使用時の事故が減り

平成28年3月31日 　　

産業用機器の安全性
性向上のためのガイド

ても新たにガイドライン
向上のためのガイドライ

機械設備製造業者、○
を組織し、以下の手順

ンを作成し、安全な生産

安心に関する調査研究
…………………………
…………………………
…………………………
…………………………
…………………………

産業の○○分野にお
用時の安全性向上のた

助事業　平成

助事業　平成

○○時の○○機器の

成果（アウトカム）の直接

補助

発】振興事業・

望申請」時の

［具体的内容］

1～3．
上記の情報発信

、実施責任者（１名）等

1．事業について
2．本財団Webペ
び報告書を掲載
3．国内会議にて

減 平成○年度月平
なくなる見込み。

［具体的内容］

［具体的内容］

1．報告書を調査
2．ガイドライン策

［具体的内容］

○区○○ホール（調査

○○機器製造業者、並

をし、調査報告書を作
り、○○機械産業の○

【スケジュール】　別添１：補

性向上のためのガイドラ
ドラインの策定がされ

ンの策定が必要となっ
インの策定が望まれる

○○機器製造業者、並
順で審議・議論の場を
産システムの………を

研究委員会開催(年間1
………………………
………………………
………………………
………………………
………………………

おける○○機器利用者
ためのガイドラインが確

補助事

成２７年度　事

成２７年度　事

の安全性向上のため、

接的な効果により達

助事業の直接

公設[人材育成、

のものではあ

信時には、常に競輪の

等による委員会にお

て本財団機関誌に掲載
ページを訪れた全ての
載。
て3回報告。

平均17件あった全国の

査報告会参加者や協会
策定後、2回開催。

査報告会）

並びに使用者（計10名

作成し関係者に配布、
○○分野の発展が期待

補助事業の概要のとおり　　　

ドラインの策定を行って
れておらず、必要な機器
ってくる。利用者の増加
る。

並びに使用者（計10名
を設け、○○機械産業
を図る。調査報告書を

間10回)
…
…
…
…
…

者　　（ニーズ）近年利
確立されていないため

業

前計画／自己

前計画／自己

、ガイドラインを策定し

成を目指す、補助事

接的な目的

共同研究]・事業

ありません。

の補助金による事業で

おいて自己評価を実施

掲載。
の人が報告書を閲覧可

の○○機器使用時の

協会の会員企業等に配

0名)で構成される○○

布、Webサイトでも公開
期待できる。

　【予算】　事業経費比較表

てきているが、多種多
機器が多くある。○○機

加とともに、使用時の

0名)で構成される○○
業の○○分野における
を作成し関係者に配布

利用者が増加している
め、必要である。

己評価書（３／

己評価書（２／

定し、安全な生産システ

事業の直接的な目的

業費・新世紀未来

ご注意くださ

27-○○

27-○○○

インター

であることを明示。

施。自己評価結果は本

覧可能となるよう、調査

の事故（軽微なものを含

配布。

○機器の安全・安心に

開することにより、普及啓

表のとおり

多様な○○機械産業用
機械産業の○○分野

の事故が増える傾向に

○機器の安全・安心に
ける、○○機器の安全
配布、Webサイトでも公

る、○○機械産業の○

／５）

／５）

イン

テムの○○を図る。

を記入してください。

来創造プロジェクト

さい。 

○ (一社)◎◎◎

○ (一社)◎◎◎
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了
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。
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＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【イ

援 
＜交付申請＞

別

４．補助事業

(1) 受益者
（ニーズ）

直
○

全
と

に

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

(2) 事業内容

継続の
必要性

毎
共

事業の
発展性

講
た

実施
計画

予算等 　

実施
場所

準
名

実施体制

当
習
対

事業の
成果・
波及

［

参

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［

(4)
情報
発信

事業の
結果

［

1
2
3
掲

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

［

1
2
3
掲

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を記入

講
講

1
2

＜交付申請＞

別

　補助事業の結

（２）補助事業の

○○○○の向上の
参加者が知識や技

イベント開

別紙・JKA補助

業の事前計画

直接的受益者は、○
○○人の施設及び地

全国の○○○専門職
として行い、新たな知

・平成27年度○○○
・平成27年9月～平成
による○○○○講習

毎年継続して開催して
共有することを目的と

講習会参加者が、講
た知識や技術を施設

【事業の完了時期】 平

準備委員会は法人本
名古屋…○○○大学

当法人事務局と○○
習会準備委員会を設
対応する。

［指標］

参加者の満足度

［指標］

［指標］

1.業界紙掲載回数
2.機関誌掲載回数
3.本財団Webサイト
掲載回数

［指標］

1.業界紙掲載回数
2.機関誌掲載回数
3.本財団Webサイト
掲載回数

講習会終了後、参加
講習会についての評

1. 開催回数
2. 参加者数

別紙・JKA補助

結果（アウトプット）、成

の直接的な目的

のためには、この業界
技能及び最新情報を学

催】振興事業

「要

助事業　平成

○○○専門職の○○○
地域で在宅生活する○

職の○○○○○士や
知識の習得や技術の向

○○講習会準備委員会
成28年1月にかけ、全

習会を開催。（講習会の

している講習会であるが
としているため、継続し

講習会で得た知識や技
設の他の職員に伝え共

平成28年3月31日 　　【

本部で開催　　　講習
学（予定）　　広島…○

○○大学とで連携し、講
設置し、講習会の内容

［目標値］

80%

［目標値］

1.2回
2.2回
3.11回

1.2回
2.2回
3.11回

［目標値］

加者にアンケートを行い
評価結果は、年度報告

［目標値］

1. 各地域2回ずつ
2. 1回平均30人

助事業　平成

成果（アウトカム）の直接

補助
界に従事している専門

学ぶことができ、その

・公設[人材育成

望申請」時の

２７年度　事前

○○○士や○○○指
○○○○。

や○○○指導員等、全
向上を図る。

会を設置し、講習会の
全国５ヵ所（仙台、東京

の内容は各回同じ）

補助事

が、○○○○に関する
続して開催していくことは

技術を実践することに
共有することにより、さ

【スケジュール】　別添１：補助

習会　仙台…○○○会
○○○ビル（予定）　　

講習会の講師となる○
容の検討等を行う。講

［具体的内容］

講座終了後にアン

1,2. 全国の○○○

［具体的内容］

1～3.
上記の全てで、当
る。

1.講習会開催前に
2.講習会開催前に
3.講習会開催前に

［具体的内容］

い、外部有識者も参加
告書に記載する。

［具体的内容］

２７年度　事前

接的な効果により達成

助事業の直接
門職の知識や技能のレ
の結果、参加者の専門

成、共同研究]・事

のものではあ

前計画／自己

指導員等、全国の○○

全国の○○○施設の職

のテキストを作成。
京、名古屋、広島、福岡

業

する法改正、取り巻く環
は重要であると考える

により、地域や施設にお
さらに地域や施設にお

助事業の概要のとおり　　　　

会館（予定）　　東京…
福岡…○○○大学

○○○専門家3名も含
講習会当日は、当法人

アンケートを実施し、前

○○施設専門職数の規

当該事業は競輪の補

前に告知をし、全講習会
前に告知をし、全講習会
前に告知をし、開催後は

加する評価委員会に

前計画／自己

成を目指す、補助事

接的な目的
レベルアップが必要で
門知識や技能が磨か

事業費・新世紀未

ありません。

己評価書（３／

○○施設の職員。間接

職員が参加する講習

福岡）で、１回2日間を2

環境の変化や社会情勢
る。

における療育の質が向
おける療育の質が向上

【予算】　事業経費比較表の

…○○○センター（予
学（予定）

含めたメンバー10名で
人事務局スタッフ4名及

前年度実績(75%)を超え

規模から見込んだ数。

補助金を受けて実施し

会開催後は結果を掲
会開催後は結果を掲
は各回毎に結果を掲

において補助事業につ

己評価書（２／

事業の直接的な目的を

要である。○○○○講習
かれ、今後の○○○○

未来創造プロジェク

ご注意くださ

27-○-○

27-○-○

インター

／５）

接的受益者は、全国

習会を「〇〇〇〇」をテ

2回ずつ、○○専門の

勢など、最新の情報を

向上する。また、講習会
上する。

のとおり

予定）

で、平成27年度○○○
及び学生ボランティア

える評価を得る。

したものである旨を明記

掲載する。
掲載する。
掲載する。

ついての評価を行う。

／５）

インタ

を記入してください。

講習会を開催することに
○の発展が期待でき

クト・東日本大震

さい。 

○○○ (公財)○○

○○○ (公財)○

 

 

  

ーネットDL版

国○○

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

テーマ

の講師

を伝え

会で得

○○○講
ア4名で

記す

ターネットDL版

とによって、
きる。

震災復興支

○○協会 

○○○協会 

 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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＜自

【

(
ピ
是

　

(1)
記
の
を
全

(2)
課

（

 (

(
情
発

(
達
目

　

（

５

自己評価１回目

事業費】

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

委員
活用

●(a) 個別項目

) 事前計画(2/5)
記載の「補助事業
の直接的な目的」
を踏まえた、事業
全体についての

意見・所感

全国
回答
〇〇

) 優れている点・
課題、改善すべき

点

b）　総合評価

(5) 自己評価の
体制

予定

次回

1.2
2.2
3.1

1.2
2.2
3.1

［達

85%

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達

(4)
情報
発信

事業の
結果

事業の
成果・
波及

［達

［達

1. 
2. 

実施計画
・体制

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
発展性

5月
会を
名で

事業の新
規性または

継続の

必要性

今年

(2) 事業内容

講習
仙台
月1
日）

(1) 受益者
（ニーズ）

全国

●個別の評価項

a）　個別項

５．補助事業の

別

補
目＞

委員会を設置し作成した
活用できるとのことで問

目の評価から実施

全国の〇〇〇施設から
回答しており、知識や技
〇〇〇が期待できる。

価

予定どおり評価委員会

次回は講習会終了後の

2回
2回
10回

2回
2回
10回

達成値］

5%

達成値］

達成値］

達成値］

各地域２回ずつ
1回平均31人

2回目

月～8月に、当法人事
会を設置し、講習会の内

で対応した。

今年度も講習会を開催

講習会のテキストを作成
仙台…○○○会館（平

17・18日、12月10・1
）

全国の〇〇〇施設から

項目について、（

目評価

の自己評価

別紙・JKA補

振興事業

自

[

達
成
値] 

事
前
計
画 

で
設
定
し
た
目
標
値
と
同
じ
単
位
で
実
績
値
を
記
入

補助事業番号と補

(3/5

した平成27年度のテキ
問い合わせがあり、100

施状況等を振り

ら、○○○専門職の○
技術の専門性の向上

会を開催し、評価を行っ

のアンケートの回収率

1.100％
2.100％
3.91％

1.100％
2.100％
3.91％

［達成状況］

106%

［達成状況］

［達成状況］

［達成状況］

1. 100%
2. 103%

目の自己評価

事務局と○○○大学と
内容の検討等を行い

催したことにより、法改

成し、以下のとおり、○
平成27年9月14・15日
11日）　広島…○○○

ら、○○○専門職の○

（３／５）　４．事

補助事業　

業・公設[人材育成

自己評価書作成日

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

この場合の達

以下のとおり

 

(3/5)の目標

(4/5)の達成

↓ 

達成値／目標

31／30 ＝ 1

補助事業者名を

) 

補

キストは、法改正による
0冊増刷し、△△△△

返り、事業全体

○○○○○士や○○
上が図られた。受講者

行った。（「評価過程の記

率をもっと上げられるよ

1～3.
上記の全

1.講習会
2.講習会
3.講習会
ページの

［具体的内

各講習会
(アンケー

［具体的内

［具体的内

仙台1回
目26人、

［具体的内

価時に評価し

とで連携し、講習会の
い、講習会のテキストを

改正による新制度の導

○○専門の講師によ
日、10月15・16日）　　
○ビル（平成27年10月

○○○○○士や○○

前計画　の達成

平成２７年

成、共同研究]・事

日と作成者を記入

[

達
成
状
況] 
事
前
計
画   

の
目
標
値
に
対
す
る
達
成
値
の
割
合
を
（
達
成
値

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

達成状況の算出

りです。 

標値「30 人」に

成値「31 人」の割

標値＝達成状況

03.3% ≒ 103%

[採点

P22,2

記入 

(3/5) 

助事業番号 27

よる新制度導入が中心
△の専門家の養成に活

体を評価してくださ

○○指導員等が講習会
者が○○○○施設に戻

の記録」として添付した

よう、回収方法の改善

全てで、当該事業は競

会開催前、7月に参加
会開催前、7月に参加
会開催前、7月に参加
の改修に合わせて掲載

内容］

会終了後、参加者に対
ート回収率86.2%)

内容］

内容］

回目28人、2回目31人
2回目30人、福岡1回

内容］

してください。

の講師となる○○○専
を作成した。講習会当

導入等、新しい有益な

よる○○○○講習会を
東京…○○○センタ

月22・23日、平成28年

○○指導員等が講習会

作成日

成状況等を把握し

年度　事前

事業費・新世紀未

入

出方法は

に対する

割合。 

点・総合評価点]

23 のスコアリン

7 - ○

心にまとめられているこ
に活用されることとなっ

さい。

会に参加し、アンケー
戻り、参加できなかっ

た議事録参照）。報告

善を試みる。

競輪の補助金を受け

加者募集の告知をし、
加者募集の告知をし、
加者募集の告知を掲載

掲載することになり、3月

に対し、アンケートを行

人、東京1回目36人、2
回目33人、2回目31人

。（記入様式

専門家3名も含めたメン
当日は、全会場にお

な情報を確認・共有す

を「〇〇〇〇」をテーマ
ター（平成27年11月1
8年1月18・19日）　　福

会に参加し、好評であ

平成 28 年

し、分析・評価し

前計画／自

○-

未来創造プロジェク

指標が複数あ

れ採点し、それ

してください。

(例) 1. 4 点

2. 4 点

3. 3 点

(4 点+4

割り切れない場

さい。 

[

具
体
的
内
容]

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入 

（
達
成
値
を
数
値
で
表
せ
な
か
っ
た
場
合
や
、
や
む
を
得
ず
ス
コ
ア
リ
ン
グ
ガ

イ
ド
通
り
に
採
点
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
等
は
、
そ
の
理
由
を
具
体
的
に
記
入
）

 

ングガイドを基に

ことから、△△△△の
った。

ートでは参加者○名（
った職員等に伝授する

告書については、次年

けて実施したものである

全10回終了後2月に
全10回終了後2月に

載し、9回分は掲載済
月掲載予定。

行い、参加者の85%が講

2回目32人、名古屋1
1人、計311人の参加が

式は別用紙に

メンバー10名で、平成
おいて当法人事務局ス

することができた。

マとして開催した。
17・18日、11月26・2
福岡…○○○大学（

あった。

2年 3 月

してください。

補助事業者

己評価書（

○○○

クト・東日本大震

る場合は、指標

れらを平均して

。 

（達成状況 100

（達成状況 100

（達成状況 91%

点+3 点)／3 ＝

場合は整数に切

[

具
体
的
内
容]

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入

に採点 

の専門家からも△△△

（○%）が、「最新情報
ることにより、今後の地

総
評価

年度５月に発行予定。

ある旨を明記した。

に結果を掲載した。
に結果を掲載した。
済であるが、残り1回に

が講習会の内容に満足

屋1回目34人、2回目30
加があった。

になります。）

成27年度○○○○講習
スタッフ4名及び学生ボ

27日）　　名古屋…○
（平成27年12月7・8日

日 作成者

者名 (公財)○

（４／５）

震災復興支援【イ

標ごとにそれぞ

て項目の採点と

0%） 

0%） 

%） 

＝ 3.7 ≒ 4 点 

切り上げてくだ

△△の分野においても

報を学ぶことができた」
地域や施設における〇

総合
価点 4

採

4

についてはWeb 4

採

足したと回答。 4

採

4

採

30人、広島1回 4

採

4

採

講習会準備委員
生ボランティア4

採

採

4

○○○大学（平成27年
日、平成28年1月14・

採

4

○○　○○○

)○○○○協会

イベント開

 

も

」と
〇

点

4

4

点

4

点

4

点

4

点

4

点

点

点

4

年9
・15

点

4

催】

 

 

＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【イ

援 
＜交付申請＞

別

４．補助事業

(1) 受益者
（ニーズ）

直
○

全
と

に

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

(2) 事業内容

継続の
必要性

毎
共

事業の
発展性

講
た

実施
計画

予算等 　

実施
場所

準
名

実施体制

当
習
対

事業の
成果・
波及

［

参

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［

(4)
情報
発信

事業の
結果

［

1
2
3
掲

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

［

1
2
3
掲

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を記入

講
講

1
2

＜交付申請＞

別

　補助事業の結

（２）補助事業の

○○○○の向上の
参加者が知識や技

イベント開

別紙・JKA補助

業の事前計画

直接的受益者は、○
○○人の施設及び地

全国の○○○専門職
として行い、新たな知

・平成27年度○○○
・平成27年9月～平成
による○○○○講習

毎年継続して開催して
共有することを目的と

講習会参加者が、講
た知識や技術を施設

【事業の完了時期】 平

準備委員会は法人本
名古屋…○○○大学

当法人事務局と○○
習会準備委員会を設
対応する。

［指標］

参加者の満足度

［指標］

［指標］

1.業界紙掲載回数
2.機関誌掲載回数
3.本財団Webサイト
掲載回数

［指標］

1.業界紙掲載回数
2.機関誌掲載回数
3.本財団Webサイト
掲載回数

講習会終了後、参加
講習会についての評

1. 開催回数
2. 参加者数

別紙・JKA補助

結果（アウトプット）、成

の直接的な目的

のためには、この業界
技能及び最新情報を学

催】振興事業

「要

助事業　平成

○○○専門職の○○○
地域で在宅生活する○

職の○○○○○士や
知識の習得や技術の向

○○講習会準備委員会
成28年1月にかけ、全

習会を開催。（講習会の

している講習会であるが
としているため、継続し

講習会で得た知識や技
設の他の職員に伝え共

平成28年3月31日 　　【

本部で開催　　　講習
学（予定）　　広島…○

○○大学とで連携し、講
設置し、講習会の内容

［目標値］

80%

［目標値］

1.2回
2.2回
3.11回

1.2回
2.2回
3.11回

［目標値］

加者にアンケートを行い
評価結果は、年度報告

［目標値］

1. 各地域2回ずつ
2. 1回平均30人

助事業　平成

成果（アウトカム）の直接

補助
界に従事している専門

学ぶことができ、その

・公設[人材育成

望申請」時の

２７年度　事前

○○○士や○○○指
○○○○。

や○○○指導員等、全
向上を図る。

会を設置し、講習会の
全国５ヵ所（仙台、東京

の内容は各回同じ）

補助事

が、○○○○に関する
続して開催していくことは

技術を実践することに
共有することにより、さ

【スケジュール】　別添１：補助

習会　仙台…○○○会
○○○ビル（予定）　　

講習会の講師となる○
容の検討等を行う。講

［具体的内容］

講座終了後にアン

1,2. 全国の○○○

［具体的内容］

1～3.
上記の全てで、当
る。

1.講習会開催前に
2.講習会開催前に
3.講習会開催前に

［具体的内容］

い、外部有識者も参加
告書に記載する。

［具体的内容］

２７年度　事前

接的な効果により達成

助事業の直接
門職の知識や技能のレ
の結果、参加者の専門

成、共同研究]・事

のものではあ

前計画／自己

指導員等、全国の○○

全国の○○○施設の職

のテキストを作成。
京、名古屋、広島、福岡

業

する法改正、取り巻く環
は重要であると考える

により、地域や施設にお
さらに地域や施設にお

助事業の概要のとおり　　　　

会館（予定）　　東京…
福岡…○○○大学

○○○専門家3名も含
講習会当日は、当法人

アンケートを実施し、前

○○施設専門職数の規

当該事業は競輪の補

前に告知をし、全講習会
前に告知をし、全講習会
前に告知をし、開催後は

加する評価委員会に

前計画／自己

成を目指す、補助事

接的な目的
レベルアップが必要で
門知識や技能が磨か

事業費・新世紀未

ありません。

己評価書（３／

○○施設の職員。間接

職員が参加する講習

福岡）で、１回2日間を2

環境の変化や社会情勢
る。

における療育の質が向
おける療育の質が向上

【予算】　事業経費比較表の

…○○○センター（予
学（予定）

含めたメンバー10名で
人事務局スタッフ4名及

前年度実績(75%)を超え

規模から見込んだ数。

補助金を受けて実施し

会開催後は結果を掲
会開催後は結果を掲
は各回毎に結果を掲

において補助事業につ

己評価書（２／

事業の直接的な目的を

要である。○○○○講習
かれ、今後の○○○○

未来創造プロジェク

ご注意くださ

27-○-○

27-○-○

インター

／５）

接的受益者は、全国

習会を「〇〇〇〇」をテ

2回ずつ、○○専門の

勢など、最新の情報を

向上する。また、講習会
上する。

のとおり

予定）

で、平成27年度○○○
及び学生ボランティア

える評価を得る。

したものである旨を明記

掲載する。
掲載する。
掲載する。

ついての評価を行う。

／５）

インタ

を記入してください。

講習会を開催することに
○の発展が期待でき

クト・東日本大震

さい。 

○○○ (公財)○○

○○○ (公財)○

 

 

  

ーネットDL版

国○○

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

テーマ

の講師

を伝え

会で得

○○○講
ア4名で

記す

ターネットDL版

とによって、
きる。

震災復興支

○○協会 

○○○協会 

 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【事
＜交付申請＞

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用

方法」を記入

事
る

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

［

1
2
3

(4)
情報
発信

事業の
結果

1
2
3

［

普

事業の
成果・
波及

［

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［

1
2
施

実施
場所

東

実施体制

外

事業の
発展性

△

実施
計画

予算等 　

事業の
新規性

○

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

○
施
作
1
2
3
4

(2) 事業内容

か
必

(1) 受益者
（ニーズ）

４．補助事業

別

＜交付申請＞

別

近年増えてきた高齢
おいては、○○と△
は本財団Webページ
者等から高齢者に対
……………………

　補助事業の結果

（２）補助事業の

事業・サー

事業完了後、外部有
る。

［指標］

1．機関誌掲載
2．Web掲載
3．業界紙掲載

1．機関誌掲載
2．Web掲載
3．業界紙掲載

［指標］

普及率
［指標］

［指標］

1. 冊子配布数
2. 1. 二次配布の実
施支部数

東京都○○区○○○

外部の○○研究家、

△△予防の為の知識

【事業の完了時期】 平

○○と、高齢者の△△

○○と高齢者の△△
施設等に配布し、内容
作成の手順について
1. ……………………
2. ……………………
3. ……………………
4. ……………………

（受益者）高齢者。（ニ
から、△△の予防が必
必要がある。

業の事前計画

別紙・JKA補助

別紙・JKA補助

齢者の△△について、
△△予防について分か

ジに掲載し、常に新し
対し普及啓発を進める

…………………………

果（アウトプット）、成果

直接的な目的

ービス】振興事

「要

1．1回
2．1回
3．1回

有識者も参加する評価

［目標値］

1．1回
2．1回
3．1回

［目標値］

100%
［目標値］

［目標値］

1. 36,000冊
2. 36支部

○　(公財)◎◎◎◎協

本財団職員で構成し

識の普及のみならず、

平成28年3月31日 　　【

△予防についてのみ

△予防についての普及
内容の普及啓発を促す
ては、以下のとおりであ
………………………
………………………
………………………
………………………

ニーズ）高齢者の間で
必要となってくる。予防

助事業　平成

助事業　平成

て、予防には○○が必要
かり易く解説した冊子
しい情報を発信してい
る。…………………
………………………

果（アウトカム）の直接

補助事

事業・公設[人材育

望申請」時の

1～3．
事業の結果の情報
たものである旨を

価委員会において相談

［具体的内容］

1．本財団機関誌
2．本財団Webサ
3．○○新聞に、冊

各支部ごとの対象

［具体的内容］

1. 全国の◎◎◎
2. 冊子を各支部
況に鑑みて決定し

［具体的内容］

［具体的内容］

協会

したワーキンググルー

○○を用いた実践的

【ス ケジュール】　別添１： 補

みをまとめた啓発冊子は

及啓発冊子を作成し、
す。
ある。

……………
……………
……………
……………

で△△が増加している
防には○○が必要で

補助事

成２７年度　事前

２７年度　事前

必要であることは、まだ
子を作成し、全国の◎◎
いくものとする。全国の
………………………

………………………

接的な効果により達成

事業の直接

育成、共同研究]

のものではあ

情報発信に併せて、当
を明示する。

談事業について評価

誌に、冊子完成に合わ
サイトに、冊子完成後、

冊子完成後に事業内

象者に対する冊子の内

◎支部数から算出。
部に配布後、1回目の自
定した配布方法（普及啓

ープを設置し、冊子の

的活動につながること

補助事業の概要のとおり　　　

子は、今までどこからも発

全国の◎◎◎支部に

る。△△が増加するこ
であるが、依然として○

業

前計画／自己

前計画／自己

だあまり知られていない
◎◎◎支部に配布し、普

の◎◎◎支部からは、
………………………
…………。

成を目指す、補助事業

接的な目的

・事業費・新世紀

ありません。

当該事業はオートレース

価を行う。評価結果は、

わせて事業内容につい
事業内容及び冊子の

内容について掲載する

内容の普及率を調査

自己評価実施までに
啓発方法）に基づいた

の内容について検討し

とが期待できる。

　【予算】　事業経費比較表

も発行されておらず、新

部に配布、支部から各地

ことにより、△△△とな
○○について知られて

己評価書（３／

己評価書（２／

いため、早急に周知す
普及啓発を図るもので
、各地域の高齢者関係

…………………………

業の直接的な目的を記

紀未来創造プロジ

ご注意くださ

27-○-○

27-○-○

インターネ

ースの補助金を受けて実

、法人Webサイトに掲

いて掲載する。
子の内容を掲載する。

る。

査する。

に全国の支部が各地域
た配布状況を調査す

し、編集作業を行う。

表のとおり

新しい試みといえる。

地区の保健所や高齢

なってしまうケースが多
ていないため、普及啓

／５）

／５）

インター

する必要がある。本事
である。また、作成した

関係団体等に配布し、指
………………………

記入してください。

ェクト・東日本大

さい。 

○○○ (公財)○○

○○○ (公財)○

 

 

   

ネットDL版

て実施し

掲載す

域の状
する。

齢者の

多いこと
啓発の

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

ーネットDL版

事業に
した冊子

指導
………

大震災復興支援 
○○協会 

○○○協会 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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達
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(1)
記
の
を
全

(2)
課

　

(
ピ
是

【

（

自己評価１回目

●個別の評価項

別

５．補助事業の

(1) 受益者
（ニーズ）

作成
との

a）　個別項

(2) 事業内容 ○○

事業の新

規性または

継続の

必要性

配布
の言

事業の
発展性

実施計画
・体制

計画
を各

1. 
2. 

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［達

事業の
成果・
波及

［達

45%

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達

1．
2．
3．

(4)
情報
発信

事業の
結果

［達

1．
2．
3．

(5) 自己評価の
体制

外部
に掲

) 事前計画(2/5)
記載の「補助事業
の直接的な目的」
を踏まえた、事業
全体についての

意見・所感

外部
とや

) 優れている点・
課題、改善すべき

点
作成

●(a) 個別項目

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

全国

事業費】

b）　総合評価

補
目＞

項目について、（

別紙・JKA補

の自己評価

作成した冊子は、高齢者
のことである。今後は○

目評価

○○と高齢者の△△予

配布先の高齢者関係団
言葉をいただいた。

2回目

計画どおり、外部の○○
各支部に配布した。

36,200冊
12支部

達成値］

達成値］

5%

達成値］

1回
1回
1回

達成値］

1回
1回
1回

外部有識者も参加する
に掲載する予定。

外部の○○研究家を含
や、○○自体について

作成し、配布した冊子は

目の評価から実施

全国紙である△△新聞

価

自

[

達
成
値] 

事
前
計
画 

で
設
定
し
た
目
標
値
と
同
じ
単
位
で
実
績
値
を
記
入

補助事業番号と補

(3/5

振興事業・公

（３／５）　４．事

補助事業　

齢者に親しみやすいつ
は○○について、周知

予防についての普及啓

団体や、高齢者個人か

目の自己評価

○研究家(2名)と本財

1. 101%
2. 33%

［達成状況］

45%

［達成状況］

［達成状況］

1．100％
2．100％
3．100％

［達成状況］

1．100％
2．100％
3．100％

る評価委員会において

含めたワーキンググル
いての普及啓発が促進

は、高齢者福祉関係

施状況等を振り

聞から取材を受け、記事

自己評価書作成日

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ

セ
ン
テ

ジ
で
記
入

この場合の達

下のとおりで

 

(3/5)の目標値

(4/5)の達成値

↓ 

達成値／目標

36,200／36,0

補助事業者名を

) 

公設[人材育成、共

前計画　の達成

平成２７年

つくりとなっている。各支
知されていくと思われる

啓発冊子を作成し、全

人から、○○について初

［具体的内

［具体的内

価時に評価し

財団職員(3名)で構成

［具体的

1. 37,00
し、計20
2. れぞれ
研修時に
部は12か

各支部ご

1～4．
上記１～

［具体的内

1．本財団
2．本財団
3．○○新
4. 計画に

て相談事業について

ループで作成した冊子
進されるものと思われる

係団体の職員のみなら

返り、事業全体

記事が掲載されたことに

補

日と作成者を記入

[

達
成
状
況] 
事
前
計
画   

の
目
標
値
に
対
す
る
達
成
値
の
割
合
を
（
達
成
値

が
数
値
化
で
き
な
い
場
合
に
も
）
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
で
記
入

達成状況の算出

です。 

値「36,000 冊」

値「36,200 冊」

標値＝達成状況

000 ＝ 100.5% 

[採点

P22,2

記入 

(3/5) 

共同研究]・事業費

27

成状況等を把握

年度　事前

作成日

各支部に配布した冊子
る。

全国の◎◎◎支部に

初めて知り、また、それ

内容］

内容］

してください。

成したワーキンググルー

的内容］

00冊作成したうち、各
00冊配布した。（配布
れの支部が計画に基
に冊子を使用し配布す
か所であった。

ごとの対象者に対する

～４の全てで、オートレ

内容］

財団機関誌に、冊子完
財団Webサイトに、冊子

新聞（○月○日）に、
にはなかった△△新

て評価を行った。（○月

子は、完成度が高いも
れる。

らず、高齢者本人にと

体を評価してくださ

により問い合わせが増

助事業番号

入

方法は以

に対する

の割合。

≒ 101% 

点・総合評価点]

23 のスコアリン

費・新世紀未来創

- ○ - ○

し、分析・評価し

年

前計画／自

平成 28

子は、各支部からそれ

に配布した。併せて、本

それが△△の予防に重

。（記入様式

ープを設置し、冊子の

各支部に1,000冊ずつ
布先の詳細については
基づき地域の高齢者福

布するなど行い、1回目

る冊子の内容の普及率

レースの補助金を受け

完成に合わせて事業内
子完成後、事業内容及

冊子完成後に事業内
新聞から取材を受け、○

月○日開催、別添「評

ものとなった。近年増

とっても分かり易い内

さい。

増えた。

指標が複数

ぞれ採点し

点としてく

(例) 1. 4

2. 

(4+

割り切れな

ください。

[

具
体
的
内
容]

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入 

（
達
成
値
を
数
値
で
表
せ
な
か
っ
た
場
合
や
、
や
む
を
得
ず
ス
コ
ア
リ
ン
グ
ガ

イ
ド
通
り
に
採
点
を
行
わ
な
か
っ
た
場
合
等
は
、
そ
の
理
由
を
具
体
的
に
記
入
）

 

ングガイドを基に

創造プロジェクト・

補助事業○○○

してください。

年 5 月 25

己評価書（

れぞれの地域の高齢者

本財団Webページに

重要であるということを

式は別用紙に

の内容について検討し

つ配布した。支部以外
は別紙のとおり）
福祉団体等への直接

目の自己評価時までに

及率を調査した。（詳細

けて実施したものであ

内容について掲載した
及び冊子の内容を掲

業内容について掲載さ
○月△日号に記事が

評価過程の記録」参照

増えてきた高齢者の△

内容となっていると評判

数ある場合は、指

し、それらを平均

ください。 

4（達成状況 101

1（達成状況 33%

1 点)／2 ＝ 2.5

ない場合は整数

 

[

具
体
的
内
容]

実
績
の
具
体
的
内
容
を
記
入

に採点 

東日本大震災復

者名 (公財)

日 作成者

（４／５）

齢者関係団体等への配

にも掲載した。

を知ることができて良か

になります。）

討し、編集作業を行い、

外の各都道府県や関

接配布や、地域の高齢
に全ての冊子の配布

細は別添評価過程の

総
評価

ある旨の明示あり。

した。
掲載した。
された。
が掲載された。

照）評価結果は、△月

△△について、予防に

判である。

指標ごとにそれ

均して項目の採

1%） 

%） 

5 ≒ 3 点 

数に切り上げて

復興支援【事業
)◎◎◎◎協会

○○　○○○

4
配布が終了した

採

かった等、多く

採

採

採

4

採

4

採

い、作成した冊子

採

関係省庁等に対

齢者施設の職員
布を終了した支 3

の記録のとおり） 1

総合
価点 4

5

採

5

4
月中に法人HP

採

には○○が必要である

業・サービ

 

4

点

点

点

点

4

点

4

採点

点

3

1

5

点

5

4

点

るこ

ビス】

 

 

＜

補
助
事
業
の
結
果

成
果
に
よ
り

補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

＜

【事
＜交付申請＞

(5)　自己評価
の体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用

方法」を記入

事
る

競輪・ｵｰ
ﾄﾚｰｽ補
助金によ
る事業で
あること

［

1
2
3

(4)
情報
発信

事業の
結果

1
2
3

［

普

事業の
成果・
波及

［

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

［

1
2
施

実施
場所

東

実施体制

外

事業の
発展性

△

実施
計画

予算等 　

事業の
新規性

○

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

○
施
作
1
2
3
4

(2) 事業内容

か
必

(1) 受益者
（ニーズ）

４．補助事業

別

＜交付申請＞

別

近年増えてきた高齢
おいては、○○と△
は本財団Webページ
者等から高齢者に対
……………………

　補助事業の結果

（２）補助事業の

事業・サー

事業完了後、外部有
る。

［指標］

1．機関誌掲載
2．Web掲載
3．業界紙掲載

1．機関誌掲載
2．Web掲載
3．業界紙掲載

［指標］

普及率
［指標］

［指標］

1. 冊子配布数
2. 1. 二次配布の実
施支部数

東京都○○区○○○

外部の○○研究家、

△△予防の為の知識

【事業の完了時期】 平

○○と、高齢者の△△

○○と高齢者の△△
施設等に配布し、内容
作成の手順について
1. ……………………
2. ……………………
3. ……………………
4. ……………………

（受益者）高齢者。（ニ
から、△△の予防が必
必要がある。

業の事前計画

別紙・JKA補助

別紙・JKA補助

齢者の△△について、
△△予防について分か

ジに掲載し、常に新し
対し普及啓発を進める

…………………………

果（アウトプット）、成果

直接的な目的

ービス】振興事

「要

1．1回
2．1回
3．1回

有識者も参加する評価

［目標値］

1．1回
2．1回
3．1回

［目標値］

100%
［目標値］

［目標値］

1. 36,000冊
2. 36支部

○　(公財)◎◎◎◎協

本財団職員で構成し

識の普及のみならず、

平成28年3月31日 　　【

△予防についてのみ

△予防についての普及
内容の普及啓発を促す
ては、以下のとおりであ
………………………
………………………
………………………
………………………

ニーズ）高齢者の間で
必要となってくる。予防

助事業　平成

助事業　平成

て、予防には○○が必要
かり易く解説した冊子
しい情報を発信してい
る。…………………
………………………

果（アウトカム）の直接

補助事

事業・公設[人材育

望申請」時の

1～3．
事業の結果の情報
たものである旨を

価委員会において相談

［具体的内容］

1．本財団機関誌
2．本財団Webサ
3．○○新聞に、冊

各支部ごとの対象

［具体的内容］

1. 全国の◎◎◎
2. 冊子を各支部
況に鑑みて決定し

［具体的内容］

［具体的内容］

協会

したワーキンググルー

○○を用いた実践的

【ス ケジュール】　別添１： 補

みをまとめた啓発冊子は

及啓発冊子を作成し、
す。
ある。

……………
……………
……………
……………

で△△が増加している
防には○○が必要で

補助事

成２７年度　事前

２７年度　事前

必要であることは、まだ
子を作成し、全国の◎◎
いくものとする。全国の
………………………

………………………

接的な効果により達成

事業の直接

育成、共同研究]

のものではあ

情報発信に併せて、当
を明示する。

談事業について評価

誌に、冊子完成に合わ
サイトに、冊子完成後、

冊子完成後に事業内

象者に対する冊子の内

◎支部数から算出。
部に配布後、1回目の自
定した配布方法（普及啓

ープを設置し、冊子の

的活動につながること

補助事業の概要のとおり　　　

子は、今までどこからも発

全国の◎◎◎支部に

る。△△が増加するこ
であるが、依然として○

業

前計画／自己

前計画／自己

だあまり知られていない
◎◎◎支部に配布し、普

の◎◎◎支部からは、
………………………
…………。

成を目指す、補助事業

接的な目的

・事業費・新世紀

ありません。

当該事業はオートレース

価を行う。評価結果は、

わせて事業内容につい
事業内容及び冊子の

内容について掲載する

内容の普及率を調査

自己評価実施までに
啓発方法）に基づいた

の内容について検討し

とが期待できる。

　【予算】　事業経費比較表

も発行されておらず、新

部に配布、支部から各地

ことにより、△△△とな
○○について知られて

己評価書（３／

己評価書（２／

いため、早急に周知す
普及啓発を図るもので
、各地域の高齢者関係

…………………………

業の直接的な目的を記

紀未来創造プロジ

ご注意くださ

27-○-○

27-○-○

インターネ

ースの補助金を受けて実

、法人Webサイトに掲

いて掲載する。
子の内容を掲載する。

る。

査する。

に全国の支部が各地域
た配布状況を調査す

し、編集作業を行う。

表のとおり

新しい試みといえる。

地区の保健所や高齢

なってしまうケースが多
ていないため、普及啓

／５）

／５）

インター

する必要がある。本事
である。また、作成した

関係団体等に配布し、指
………………………

記入してください。

ェクト・東日本大

さい。 

○○○ (公財)○○

○○○ (公財)○

 

 

   

ネットDL版

て実施し

掲載す

域の状
する。

齢者の

多いこと
啓発の

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価

（
４
／
５
～
５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

ーネットDL版

事業に
した冊子

指導
………

大震災復興支援 
○○協会 

○○○協会 

事
前
計
画
（３
／
５
）
及
び
（２
／
５
）を
振
り
返
り
、
自
己
評
価
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。
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＜自己評価１回目＞

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（５／５）

● 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)の「促進」または「阻害」欄に「＊」を
記し、要因の内容を a 欄に、阻害要因への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを b 欄に、それぞれの要因分類
の番号(1)～(15)を付して、具体的にご記入ください。

● 促進または阻害要因が無い場合には、(16) の欄に「＊」を記してください。

 (15) その他

 (11) 利害関係者
    (受益者以外)の
    要望への対応

 (7) その他

 (16)　特になし

 (13) 同様の技術
    開発

 (14) 競合するサー
    ビス・事業の出
    現

(b) 対応、今後この分析結果をどう活かすか。

内
部
要
因

 (4) 実施期間
  (事業終了までに
  要する期間)

*
 (5) 事業運営のノ
   ウハウ(進捗管
   理、資金管理等)

 (12) 災害の発生
     (地震、洪水等)

事業の促進・阻害要因の自己分析
促進 阻害 要因分類 (a) 促進または阻害要因の具体的な内容

 (10) 関連法制度
    の変更

（c） 事業の促進・阻害要因の自己分析

外
部
要
因

 (8) 受益者の規模
   ・ニーズ

(9)地域内の2カ所のスポーツクラブ、及び障がい
者支援組織と連携し参加者募集を行う事で、当
初の計画以上に数多くの場所と人に開催告知を
行う事が出来、昨年よりも参加者が増加した。

 (2) 実施体制
　 (人員、関係機関
　の協力等の確保)

 (1) 経費

*
 (9) 実施体制以外
   の団体等の協
   力・支援

 (6) 設計仕様の変
　 更 (主に建築)

 (3) 資材調達
　(事業実施に必要
  な物資等の確保)

【事前計画／自己評価書 （５／５）事業の促進・阻害要因の自己分析】　記入例

(2)事前計画では、4月に実行委員会を立ち上
げ、月２回の委員会開催を予定していたが、当
団体理事長が急遽変更になったため実行委員
会の立ち上げが５月になってしまった。

(5)先進地域の視察を行いアドバイスを受けたこ
とで、スムーズに運営を行う事が出来た。

(2)事業完了が予定より１ヶ月延びることになった
が、実行委員会を集中的に開催し、高い協力体
制で事業を推進した。

*

該当する場合は、
セルのプルダウンから、
「＊」を選択して
ください。
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　　　要因分類番号 (1)～(15) を文頭に付して、記入してください。

作成の注意事項　

※ １回目の自己評価に併せて実施してください。　

　 ※該当しない要因については記入不要です。

・  促進や阻害要因が一つも無い場合は、(16) の欄に「＊」を記してください。

・  事業の目標達成を促進した要因がある場合は、「要因分類」 (1)～(15) のうち、該当

　　　する要因の「促進」欄に「＊」を記し、その要因の具体的な内容を (a) 欄に、選択した

　　　要因分類番号 (1)～(15) を文頭に付して、記入してください。

・  事業の目標達成を阻害した要因がある場合は、「要因分類」 (1)～(15) のうち、該当

　　　する要因の「阻害」欄に「＊」を記し、その要因の具体的な内容を (a) 欄に、阻害要因

　　　への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを (b) 欄に、それぞれ選択した

＜自己評価１回目＞

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（５／５）

● 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)の「促進」または「阻害」欄に「＊」を
記し、要因の内容を a 欄に、阻害要因への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを b 欄に、それぞれの要因分類
の番号(1)～(15)を付して、具体的にご記入ください。

● 促進または阻害要因が無い場合には、(16) の欄に「＊」を記してください。

 (15) その他

 (11) 利害関係者
    (受益者以外)の
    要望への対応

 (7) その他

 (16)　特になし

 (13) 同様の技術
    開発

 (14) 競合するサー
    ビス・事業の出
    現

(b) 対応、今後この分析結果をどう活かすか。

内
部
要
因

 (4) 実施期間
  (事業終了までに
  要する期間)

*
 (5) 事業運営のノ
   ウハウ(進捗管
   理、資金管理等)

 (12) 災害の発生
     (地震、洪水等)

事業の促進・阻害要因の自己分析
促進 阻害 要因分類 (a) 促進または阻害要因の具体的な内容

 (10) 関連法制度
    の変更

（c） 事業の促進・阻害要因の自己分析

外
部
要
因

 (8) 受益者の規模
   ・ニーズ

(9)地域内の2カ所のスポーツクラブ、及び障がい
者支援組織と連携し参加者募集を行う事で、当
初の計画以上に数多くの場所と人に開催告知を
行う事が出来、昨年よりも参加者が増加した。

 (2) 実施体制
　 (人員、関係機関
　の協力等の確保)

 (1) 経費

*
 (9) 実施体制以外
   の団体等の協
   力・支援

 (6) 設計仕様の変
　 更 (主に建築)

 (3) 資材調達
　(事業実施に必要
  な物資等の確保)

【事前計画／自己評価書 （５／５）事業の促進・阻害要因の自己分析】　記入例

(2)事前計画では、4月に実行委員会を立ち上
げ、月２回の委員会開催を予定していたが、当
団体理事長が急遽変更になったため実行委員
会の立ち上げが５月になってしまった。

(5)先進地域の視察を行いアドバイスを受けたこ
とで、スムーズに運営を行う事が出来た。

(2)事業完了が予定より１ヶ月延びることになった
が、実行委員会を集中的に開催し、高い協力体
制で事業を推進した。

*

該当する場合は、
セルのプルダウンから、
「＊」を選択して
ください。
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《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 全体として極めて高いレベルの事業であった。

4 全体として比較的高いレベルの事業であった。

3 一部に不十分な水準の内容があり、今後の課題となるが、全体としてはほぼ問題のないレベルの事業であった。

2 全体として不十分なレベルの事業であり、いくつもの課題が残った。

1 全体として極めて不十分なレベルの事業であり、根本的な見直しが必要である。

5 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。ま
た加えて、想定した受益者を超えて、補助事業の効果が大きな広がりを見せている。

4 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。

3 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、一部変更はあるものの当該受益者のニーズにほぼ沿った事業を実施
することができた。

2
受益対象者、ニーズの想定の一部に誤りがあり、計画変更が必要であった。または、受益対象者、ニーズの想定
は適切であったものの、計画に問題があり当該受益者のニーズに対応するために、大幅な計画変更が必要で
あった。

1 受益対象者、ニーズの想定に大きな誤りがあった。または、受益対象者、ニーズの想定に誤りがなかったものの、
本事業の内容との齟齬が大きく、計画変更を行っても当該受益者のニーズに対応することができなかった。

5 【新規性】　事前計画で予定した以上の新規性があった。又は他にない取組を行うことができた。
【継続の必要性】　事前計画で想定した以上の必要性があった。

4 【新規性】　事前計画で予定した通りの十分な新規性があった。
【継続の必要性】　事業計画で想定した通りの十分な必要性があった。

3 【新規性】　事前計画の予定を下回ったが、ある程度の新規性はあった。
【継続の必要性】　事業計画の想定を下回ったが、ある程度の必要性があった。

2 【新規性】　新規性は乏しかった。
【継続の必要性】　必要性は乏しかった。

1 【新規性】　新規性は無かった。
【継続の必要性】　必要性は無かった。

5 事前計画の想定を上回る、具体的な効果等があった。

4 事前計画の想定通りの、具体的な効果等があった。

3 事前計画の想定は若干下回ったが、具体的な効果等があった。

2 事前計画で想定したレベルにはまだ至っていないが、具体的な効果等が発現する十分な見込みがある。

1 具体的な効果等の発現は難しい。

5
事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、実
施過程における更なる創意工夫により、スケジュール面、コスト面等で事前計画を超える事業を実施することがで
きた。

4 事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、事
前計画通りに円滑、効果的かつ効率的に事業を実施できた。

3 事前計画の実施手法、実施体制で若干不十分な部分があり、修正が必要であったが、ほぼ支障なく事業を実施
できた。

2 事前計画に不十分な部分（実施手法・スケジュール・コスト・体制）があり、コストの増加、スケジュールの遅延等で
計画変更を余儀なくされた。

1 事前計画またはその実施過程に問題があり、コストの大幅な増加が生じた。　【事前計画の50％以上の増加】
またはスケジュールの大幅な遅延（事業の完了が平成28年3月31日を越える）が生じた。

Ⅴ　平成２７年度　JKA補助事業　「自己評価スコアリングガイド」

総合評価

(1)
受益者（ニーズ）

(2)
事業
内容

事業の新規性
（新たな発想
による、または
新分野への取
組み）または
継続の必要性

事業の
発展性

（事業完了
後に想定さ
れる効果

等）

実施計画
・体制

標準※研究補助除く
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《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】

4 事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】

3 事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】
または、達成値が明確でなく達成状況が判定できない。

5 事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100%以上】 に加えて、想定外の成果の波及効果があった。

4 事前計画の目標値を達成（達成状況100％以上～120%未満）することができた。または、目標値をやや下回った
（達成状況80%以上～100%未満）が、想定外の成果の波及効果があった。

3 事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状
況60%以上～80%未満】 が、想定外の成果の波及効果があった。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または達成値が明確でなく達成状況が判定でき
ない。

5
事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100％以上）】 に加えて、外部の大きな反響または高い評価を受けた。（表彰、専門誌・新聞等に取り
上げられるなど）

4
事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】　　または、目標値をやや下
回った 【達成状況80%以上～100%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で
広報を行うことができた。

3
事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状
況60%以上～80%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報を行うことが
できた。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または、達成値が明確でなく達成状況が判定で
きない。

5
事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100%以上】 に加えて、計画外の自らのオリジナルな手法で広報を実施、または外部機関（新聞等）に
大きく取り上げられた。

4
事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】　　または、目標値をやや下
回った 【達成状況80%以上～100%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で
広報を行うことができた。

3
事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状
況60%以上～80%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報を行うことが
できた。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または、達成値が明確でなく達成状況が判定で
きない。

5 外部委員が参加する評価委員会で評価が実施され、記録（議事録）から評価過程等が確認できる。

4
団体内部に組織された評価委員会で評価が実施され、記録（議事録等）から評価過程等が確認できる。または、
委員会形式ではないが、何らかのかたちで利用者や参加者などの幅広い関係者、外部の第三者が加わった評
価を実施し、記録（議事録等）から評価過程等が確認できる。

3 委員会形式ではないが自らの事務局内部に組織上の評価体制があり、記録（議事録等）から同体制で実施され
た評価過程等が確認できる。

2 本事業の担当者が単独で評価し、団体責任者が決裁するなど、評価について議論する場が設定されていない
が、評価過程等が記録で確認できる。

1 担当者のみで評価した。または、議事録など、評価の実施過程等を示す記録がない。

(5)
自己評価の体制

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

(4)
情報
発信

事業の
結果

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助金
による事業
であること

標準※研究補助除く

《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 全体として極めて高いレベルの事業であった。

4 全体として比較的高いレベルの事業であった。

3 一部に不十分な水準の内容があり、今後の課題となるが、全体としてはほぼ問題のないレベルの事業であった。

2 全体として不十分なレベルの事業であり、いくつもの課題が残った。

1 全体として極めて不十分なレベルの事業であり、根本的な見直しが必要である。

5 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。ま
た加えて、想定した受益者を超えて、補助事業の効果が大きな広がりを見せている。

4 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。

3 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、一部変更はあるものの当該受益者のニーズにほぼ沿った事業を実施
することができた。

2
受益対象者、ニーズの想定の一部に誤りがあり、計画変更が必要であった。または、受益対象者、ニーズの想定
は適切であったものの、計画に問題があり当該受益者のニーズに対応するために、大幅な計画変更が必要で
あった。

1 受益対象者、ニーズの想定に大きな誤りがあった。または、受益対象者、ニーズの想定に誤りがなかったものの、
本事業の内容との齟齬が大きく、計画変更を行っても当該受益者のニーズに対応することができなかった。

5 【新規性】　事前計画で予定した以上の新規性があった。又は他にない取組を行うことができた。
【継続の必要性】　事前計画で想定した以上の必要性があった。

4 【新規性】　事前計画で予定した通りの十分な新規性があった。
【継続の必要性】　事業計画で想定した通りの十分な必要性があった。

3 【新規性】　事前計画の予定を下回ったが、ある程度の新規性はあった。
【継続の必要性】　事業計画の想定を下回ったが、ある程度の必要性があった。

2 【新規性】　新規性は乏しかった。
【継続の必要性】　必要性は乏しかった。

1 【新規性】　新規性は無かった。
【継続の必要性】　必要性は無かった。

5 事前計画の想定を上回る、具体的な効果等があった。

4 事前計画の想定通りの、具体的な効果等があった。

3 事前計画の想定は若干下回ったが、具体的な効果等があった。

2 事前計画で想定したレベルにはまだ至っていないが、具体的な効果等が発現する十分な見込みがある。

1 具体的な効果等の発現は難しい。

5
事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、実
施過程における更なる創意工夫により、スケジュール面、コスト面等で事前計画を超える事業を実施することがで
きた。

4 事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、事
前計画通りに円滑、効果的かつ効率的に事業を実施できた。

3 事前計画の実施手法、実施体制で若干不十分な部分があり、修正が必要であったが、ほぼ支障なく事業を実施
できた。

2 事前計画に不十分な部分（実施手法・スケジュール・コスト・体制）があり、コストの増加、スケジュールの遅延等で
計画変更を余儀なくされた。

1 事前計画またはその実施過程に問題があり、コストの大幅な増加が生じた。　【事前計画の50％以上の増加】
またはスケジュールの大幅な遅延（事業の完了が平成28年3月31日を越える）が生じた。

Ⅴ　平成２７年度　JKA補助事業　「自己評価スコアリングガイド」

総合評価

(1)
受益者（ニーズ）

(2)
事業
内容

事業の新規性
（新たな発想
による、または
新分野への取
組み）または
継続の必要性

事業の
発展性

（事業完了
後に想定さ
れる効果

等）

実施計画
・体制

標準※研究補助除く
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《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 全体として極めて高いレベルの事業であった。

4 全体として比較的高いレベルの事業であった。

3 一部に不十分な水準の内容があり、今後の課題となるが、全体としてはほぼ問題のないレベルの事業であった。

2 全体として不十分なレベルの事業であり、いくつもの課題が残った。

1 全体として極めて不十分なレベルの事業であり、根本的な見直しが必要である。

5 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。ま
た加えて、想定した受益者を超えて、補助事業の効果が大きな広がりを見せている。

4 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。

3 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、一部変更はあるものの当該受益者のニーズにほぼ沿った事業を実施
することができた。

2
受益対象者、ニーズの想定の一部に誤りがあり、計画変更が必要であった。または、受益対象者、ニーズの想定
は適切であったものの、計画に問題があり当該受益者のニーズに対応するために、大幅な計画変更が必要で
あった。

1 受益対象者、ニーズの想定に大きな誤りがあった。または、受益対象者、ニーズの想定に誤りがなかったものの、
本事業の内容との齟齬が大きく、計画変更を行っても当該受益者のニーズに対応することができなかった。

5 【新規性】　事前計画で予定した以上の新規性があった。又は他にない取組を行うことができた。
【継続の必要性】　事前計画で想定した以上の必要性があった。

4 【新規性】　事前計画で予定した通りの十分な新規性があった。
【継続の必要性】　事業計画で想定した通りの十分な必要性があった。

3 【新規性】　事前計画の予定を下回ったが、ある程度の新規性はあった。
【継続の必要性】　事業計画の想定を下回ったが、ある程度の必要性があった。

2 【新規性】　新規性は乏しかった。
【継続の必要性】　必要性は乏しかった。

1 【新規性】　新規性は無かった。
【継続の必要性】　必要性は無かった。

5 事前計画の想定を上回る、具体的な効果等があった。

4 事前計画の想定通りの、具体的な効果等があった。

3 事前計画の想定は若干下回ったが、具体的な効果等があった。

2 事前計画で想定したレベルにはまだ至っていないが、具体的な効果等が発現する十分な見込みがある。

1 具体的な効果等の発現は難しい。

5
事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、実
施過程における更なる創意工夫により、スケジュール面、コスト面等で事前計画を超える事業を実施することがで
きた。

4 事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、事
前計画通りに円滑、効果的かつ効率的に事業を実施できた。

3 事前計画の実施手法、実施体制で若干不十分な部分があり、修正が必要であったが、ほぼ支障なく事業を実施
できた。

2 事前計画に不十分な部分（実施手法・スケジュール・コスト・体制）があり、コストの増加、スケジュールの遅延等で
計画変更を余儀なくされた。

1 事前計画またはその実施過程に問題があり、コストの大幅な増加が生じた。　【事前計画の50％以上の増加】
またはスケジュールの大幅な遅延（事業の完了が平成28年3月31日を越える〈注１〉）が生じた。

〈注１〉複数年研究については、「事業の完了が平成29年3月31日を越える」とする。

 　平成２７年度　JKA補助事業　「自己評価スコアリングガイド」　

総合評価

(1)
受益者（ニーズ）

(2)
事業
内容

事業の新規性
（新たな発想
による、または
新分野への取
組み）または
継続の必要性

事業の
発展性

（事業完了
後に想定さ
れる効果

等）

実施計画
・体制

研究補助用
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《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】

4 事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】

3 事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】
または、達成値が明確でなく達成状況が判定できない。

5 事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100%以上】 に加えて、想定外の成果の波及効果があった。

4 事前計画の目標値を達成（達成状況100％以上～120%未満）することができた。または、目標値をやや下回った
（達成状況80%以上～100%未満）が、想定外の成果の波及効果があった。

3 事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状
況60%以上～80%未満】 が、想定外の成果の波及効果があった。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または達成値が明確でなく達成状況が判定でき
ない。

5
事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100％以上）】 に加えて、外部の大きな反響または高い評価を受けた。（表彰、専門誌・新聞等に取り
上げられるなど）

4
事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】　　または、目標値をやや下
回った 【達成状況80%以上～100%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で
広報を行うことができた。

3
事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状
況60%以上～80%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報を行うことが
できた。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または、達成値が明確でなく達成状況が判定で
きない。

5
事前計画の目標値を大きく上回って達成することができた。　【達成状況120％以上】　　または、目標値の達成
【達成状況100%以上】 に加えて、計画外の自らのオリジナルな手法で広報を実施、または外部機関（新聞等）に
大きく取り上げられた。

4
事前計画の目標値を達成することができた。　【達成状況100％以上～120%未満】　　または、目標値をやや下
回った 【達成状況80%以上～100%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で
広報を行うことができた。

3
事前計画の目標値をやや下回った。　【達成状況80%以上～100%未満】　　または、目標値を下回った 【達成状
況60%以上～80%未満】 が、追加的に、計画外の手法（自ら行うもの又は外部機関が行うもの）で広報を行うことが
できた。

2 事前計画の目標値を下回った。　【達成状況60%以上～80%未満】

1 事前計画の目標値を大幅に下回った。　【達成状況60%未満】　　または、達成値が明確でなく達成状況が判定で
きない。

5 事前計画の予定・想定を上回る、具体的な成果の利活用があった。

4 事前計画の予定・想定通りの、具体的な成果の利活用があった。

3 事前計画の予定・想定は若干下回ったが、具体的な成果の利活用があった。

2 事前計画の予定・想定した利活用にはまだ至っていないが、十分な見込みがある。

1 具体的な成果の利活用の実現は難しい。

(5)
成果の利活用方法

(3)
達成
目標

事業の
実施
結果

事業の
成果・
波及

(4)
情報
発信

事業の
結果

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助金
による事業
であること

研究補助用

《　計画通り、問題なく事業が実施でき、予定通りの成果が上げられれば、評価点は「４」点となります。》

5 全体として極めて高いレベルの事業であった。

4 全体として比較的高いレベルの事業であった。

3 一部に不十分な水準の内容があり、今後の課題となるが、全体としてはほぼ問題のないレベルの事業であった。

2 全体として不十分なレベルの事業であり、いくつもの課題が残った。

1 全体として極めて不十分なレベルの事業であり、根本的な見直しが必要である。

5 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。ま
た加えて、想定した受益者を超えて、補助事業の効果が大きな広がりを見せている。

4 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、当該受益者のニーズに沿った適切な事業を実施することができた。

3 受益対象者、ニーズの想定は適切であり、一部変更はあるものの当該受益者のニーズにほぼ沿った事業を実施
することができた。

2
受益対象者、ニーズの想定の一部に誤りがあり、計画変更が必要であった。または、受益対象者、ニーズの想定
は適切であったものの、計画に問題があり当該受益者のニーズに対応するために、大幅な計画変更が必要で
あった。

1 受益対象者、ニーズの想定に大きな誤りがあった。または、受益対象者、ニーズの想定に誤りがなかったものの、
本事業の内容との齟齬が大きく、計画変更を行っても当該受益者のニーズに対応することができなかった。

5 【新規性】　事前計画で予定した以上の新規性があった。又は他にない取組を行うことができた。
【継続の必要性】　事前計画で想定した以上の必要性があった。

4 【新規性】　事前計画で予定した通りの十分な新規性があった。
【継続の必要性】　事業計画で想定した通りの十分な必要性があった。

3 【新規性】　事前計画の予定を下回ったが、ある程度の新規性はあった。
【継続の必要性】　事業計画の想定を下回ったが、ある程度の必要性があった。

2 【新規性】　新規性は乏しかった。
【継続の必要性】　必要性は乏しかった。

1 【新規性】　新規性は無かった。
【継続の必要性】　必要性は無かった。

5 事前計画の想定を上回る、具体的な効果等があった。

4 事前計画の想定通りの、具体的な効果等があった。

3 事前計画の想定は若干下回ったが、具体的な効果等があった。

2 事前計画で想定したレベルにはまだ至っていないが、具体的な効果等が発現する十分な見込みがある。

1 具体的な効果等の発現は難しい。

5
事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、実
施過程における更なる創意工夫により、スケジュール面、コスト面等で事前計画を超える事業を実施することがで
きた。

4 事前計画は、内容及び結果・成果からみて妥当な計画（実施手法・スケジュール・コスト・体制）であった。また、事
前計画通りに円滑、効果的かつ効率的に事業を実施できた。

3 事前計画の実施手法、実施体制で若干不十分な部分があり、修正が必要であったが、ほぼ支障なく事業を実施
できた。

2 事前計画に不十分な部分（実施手法・スケジュール・コスト・体制）があり、コストの増加、スケジュールの遅延等で
計画変更を余儀なくされた。

1 事前計画またはその実施過程に問題があり、コストの大幅な増加が生じた。　【事前計画の50％以上の増加】
またはスケジュールの大幅な遅延（事業の完了が平成28年3月31日を越える〈注１〉）が生じた。

〈注１〉複数年研究については、「事業の完了が平成29年3月31日を越える」とする。

 　平成２７年度　JKA補助事業　「自己評価スコアリングガイド」　

総合評価

(1)
受益者（ニーズ）

(2)
事業
内容

事業の新規性
（新たな発想
による、または
新分野への取
組み）または
継続の必要性

事業の
発展性

（事業完了
後に想定さ
れる効果

等）

実施計画
・体制

研究補助用



─26─

（様式見本）

 １．申請事業者

 ４．補助事業の事前計画 ４．補助事業の事前計画　（計画変更後）

(計画変更申請時に作成)
（３／５）  （３／５）計画変更用※

　　　　事前計画／自己評価書　（１／５）～（３／５）

(補助金交付申請時に作成)

（１／５） （２／５）

 ２．申請事業　，３．補助事業実施の必要性（意義）

(別添２）

(5)　自己評価の
体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を 記入

補助事業番号

補助事業者名

２７-

(4)
情報
発信

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

事業の
結果

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助

金による事
業であるこ

と

事業の
成果・
波及

実施
場所

実施体制

(3)

達成
目標

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

事業の
実施
結果

事業の
発展性

実施
計画

予算等 　【事業の完了時期】　 [ 平成　年　月　日 ] 　【予算】　別紙：収支予算書のとおり　【スケジュール】　別紙：スケジュール表のとおり

４．補助事業の事前計画　（計画変更後）

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

補助事業　（交付申請時の事前計画からの変更箇所を記入）

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
（
４
／
５
～

５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

(1) 受益者
（ニーズ）

(2) 事業内容
（変更理由）

事業の新規性
または継続の

必要性

総事業
項目数

事業
項目名

JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（３／５） 計画変更用

項番 事業名

＜交付申請＞

この色の欄は要望申請時と内容が変更されています。 インターネットDL版

(5)　自己評価の
体制

※研究補助の場合
は、「成果の利活用

方法」を記入

(4)

情報

発信

事業の

結果

［ 指標］

競輪・ ｵｰﾄ

ﾚｰｽ補助

金による事

業であるこ

と

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

［ 目標値］

［ 具体的内容］

［ 具体的内容］

［ 指標］ ［ 目標値］

事業の

成果・

波及

(3)

達成

目標

事業の

実施

結果

実施体制

実施

計画

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

予算等 　【事業の完了時期】 　　【ス ケ ジュール】　別添１： 補助事業の概要のとおり　　　　【予算】　事業経費比較表のとおり

実施

場所

事業の
発展性

継続の
必要性

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

(2)  事業内容

(1) 受益者

（ニーズ ）

補助事業

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
（

４
／
５
～

５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

４．補助事業の事前計画

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（３／５）

＜交付申請＞

この色の欄は要望申請時と内容が変更されています。 インターネットDL版

JKA使用欄

事業の
実施責任者
の主な経
歴・業績

（研究補助
は別記入）

特記事項

いつ
から

団体の
使命・目的

これまで
の主な

活動内容

過去のJKA補助実績

過去５年間のJKA補助実績

ホーム
ページ

　　http://

担当者

　　　　　　　　@

名　称

所属部署
（役職名）

住　所

〒
電　話

E-mail

代表者氏名
（役職名）

フリ

ガナ

FAX

担当者

代表

担当者

１．申請事業者

法人格
設　立

事
務
担
当
者

フリ

ガナ

代表

法人格取得

氏　名

フリ

ガナ

代表

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（１／５）

＜交付申請＞

年計画

年から[

この色の欄は要望申請時と内容が変更されています。 インターネットDL版

補助事業の直接的な目的

（２）補助事業の直接的な目的

　補助事業の結果（アウトプット）、成果（アウトカム）の直接的な効果により達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入してください。

社会的課題
の現状

目指す姿

　社会的課題の現状と、この補助事業が最終的に目指す姿（課題が改善、解消、解決等された社会等の状況）を記入してください。

補助事業が最終的に目指すこと （社会的課題の改善、解消、解決等）

○補助事業実施の必要性を、最終的に解決等を目指す社会的課題及び受益者（ニーズ）との関係で整理してください。
　 補助事業の結果（アウトプット）・成果（アウトカム ）により 、（２）の補助事業の直接的な目的を達成し、最終的には、社会的課題が改善、解消、解
決等された社会等の状況「目指す姿」の実現 [（１）の補助事業が最終的に目指すこと] を図ります。

（１）補助事業が最終的に目指すこと

委託想定先 1 2

委託
比率

補助対象
経費総額

補助率

３．補助事業実施の必要性（意義） 作成日 作成者

アピールポイント

補助金
交付申請額

事業費総額
事業コード

委託事業の有無
委託
比率

委託調査の有無

団体名称

]年目
中

断

無

3

[

事業区分のチェックポイントに

チェックポイントに沿っていない

／

当該事業に関し、他の団体に対する補助申請
又は補助申請予定の有無

事業
区分

複数年度
要望

年目

継続要望

事業
形態

公益目的事業情報

有

補助事業名

種別

]

[ ]

２．申請事業

要望履歴

事業項目名
種類

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（２／５）
項番 ／

総事業

項目数

 ５．補助事業の自己評価  ５．補助事業の自己評価

　事前計画／自己評価書　（４／５）・（５／５）

（４／５） （５／５）
(a) 個別項目評価
(b) 総合評価

(c) 事業の促進・阻
害要因の自己分析

完了報告書には、「事前計画／自己評価書」

（１／５）～（５／５）の全ページを添付してください。

※計画変更を行った場合は、（３／５）計画変更用も併せて添付してください。

（４／５）及び（５／５）の評価様式は、『RING！RING！プロジェクト』Webサイト内、「事

務手続要領・提出書類」の各事業分野の「完了報告書」よりダウンロードしてください。

＜自己評価１回目＞

【　　　　　　　】

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（５／５）

（c） 事業の促進・阻害要因の自己分析

● 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)の「促進」または「阻害」欄に「＊」を記し、

　　要因の内容を a 欄に、阻害要因への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを b 欄に、それぞれの要因分類の番号
　　(1)～(15)を付して、具体的にご記入ください。

● 促進または阻害要因が無い場合には、(16) の欄に「＊」を記してください。

事業の促進・阻害要因の自己分析

促進 阻害 要因分類 a. 促進または阻害要因の具体的な内容 b. 対応、今後この分析結果をど う活かすか。

 (1) 経費

 (2) 実施体制
    (人員、関係機関
    の協力等の確保)

 (3) 資材調達
    (事業実施に必要
    な物資等の確保)

 (4) 実施期間
    (事業終了までに
   要する期間)

 (5) 事業運営のノウ
    ハウ (進捗管理、
    資金管理等)

 (7) その他

内
部
要
因

 (6) 設計仕様の
　　変更 (主に建築)

 (9) 実施体制以外
    の団体等の協
    力・支援

 (8) 受益者の
    規模・ニーズ

外
部
要
因

 (10) 関連法制度
    の変更

 (11) 利害関係者
    (受益者以外)の
    要望への対応

 (12) 災害の発生
     (地震、洪水等)

 (13) 同様の技術
    開発

(16)　特になし

 (14) 競合するサー
    ビス ・事業の出
    現

 (15) そ の他

＜自己評価１回目＞

 

【　　　　　】

作成日 平成 年

(2) 優れている点・

課題、改善すべき
点

事業の
成果・

波及

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

　●(a) 個別項目の評価から実施状況等を振り返り、事業全体を評価してください。

(1) 事前計画(2/5)

記載の「補助事業
の直接的な目的」
を踏まえた、事業
全体についての

意見・所感

 (5) 自己評価の

体制

採点

（b）　総合評価 総合
評価点

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採点

(4 )

情報

発信

事業の

結果

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採点

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採点

(3 )

達成

目標

事業の

実施

結果

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採 点

実施計画

・体 制

採点

事業の

発展性 2回目の自己評価時に評価してください。（評価様式は別用紙になります。）

採点

事業の新
規性ま た
は継続の

必要性

2回目の自己評価時に評価してください。（評価様式は別用紙になります。）

採点

(2) 事業内容

補助事業番号 27

（a）　個別項目評価

　●個別の評価項目について、（３／５）　４．事前計画　の達成状況等を把握し、分析・評価してください。

(1) 受益 者

（ニーズ） 2回目の自己評価時に評価してください。（評価様式は別用紙になります。）

採点

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（４／５）

５．補助事業の自己評価 作成者月 日

- - 補助事 業者名

─27─

（様式見本）

 １．申請事業者

 ４．補助事業の事前計画 ４．補助事業の事前計画　（計画変更後）

(計画変更申請時に作成)
（３／５）  （３／５）計画変更用※

　　　　事前計画／自己評価書　（１／５）～（３／５）

(補助金交付申請時に作成)

（１／５） （２／５）

 ２．申請事業　，３．補助事業実施の必要性（意義）

(別添２）

(5)　自己評価の
体制

※研究補助の場合

は、「成果の利活用
方法」を 記入

補助事業番号

補助事業者名

２７-

(4)
情報
発信

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

事業の
結果

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助

金による事
業であるこ

と

事業の
成果・
波及

実施
場所

実施体制

(3)

達成
目標

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

事業の
実施
結果

事業の
発展性

実施
計画

予算等 　【事業の完了時期】　 [ 平成　年　月　日 ] 　【予算】　別紙：収支予算書のとおり　【スケジュール】　別紙：スケジュール表のとおり

４．補助事業の事前計画　（計画変更後）

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

補助事業　（交付申請時の事前計画からの変更箇所を記入）

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
（
４
／
５
～

５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

(1) 受益者
（ニーズ）

(2) 事業内容
（変更理由）

事業の新規性
または継続の

必要性

総事業
項目数

事業
項目名

JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（３／５） 計画変更用

項番 事業名

＜交付申請＞

この色の欄は要望申請時と内容が変更されています。 インターネットDL版

(5)　自己評価の
体制

※研究補助の場合
は、「成果の利活用

方法」を記入

(4)

情報

発信

事業の

結果

［ 指標］

競輪・ ｵｰﾄ

ﾚｰｽ補助

金による事

業であるこ

と

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

［ 目標値］

［ 具体的内容］

［ 具体的内容］

［ 指標］ ［ 目標値］

事業の

成果・

波及

(3)

達成

目標

事業の

実施

結果

実施体制

実施

計画

［ 指標］ ［ 目標値］ ［ 具体的内容］

予算等 　【事業の完了時期】 　　【ス ケ ジュール】　別添１： 補助事業の概要のとおり　　　　【予算】　事業経費比較表のとおり

実施

場所

事業の
発展性

継続の
必要性

補
助
事
業
の
結
果
・
成
果
に
よ
り

、
補
助
事
業
の
目
的
達
成
を
図
り
ま
す

。

(2)  事業内容

(1) 受益者

（ニーズ ）

補助事業

事
業
終
了
後
に
自
己
評
価
（

４
／
５
～

５
／
５

）
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い

。

４．補助事業の事前計画

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（３／５）

＜交付申請＞

この色の欄は要望申請時と内容が変更されています。 インターネットDL版

JKA使用欄

事業の
実施責任者
の主な経
歴・業績

（研究補助
は別記入）

特記事項

いつ
から

団体の
使命・目的

これまで
の主な

活動内容

過去のJKA補助実績

過去５年間のJKA補助実績

ホーム
ページ

　　http://

担当者

　　　　　　　　@

名　称

所属部署
（役職名）

住　所

〒
電　話

E-mail

代表者氏名
（役職名）

フリ

ガナ

FAX

担当者

代表

担当者

１．申請事業者

法人格
設　立

事
務
担
当
者

フリ

ガナ

代表

法人格取得

氏　名

フリ

ガナ

代表

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（１／５）

＜交付申請＞

年計画

年から[

この色の欄は要望申請時と内容が変更されています。 インターネットDL版

補助事業の直接的な目的

（２）補助事業の直接的な目的

　補助事業の結果（アウトプット）、成果（アウトカム）の直接的な効果により達成を目指す、補助事業の直接的な目的を記入してください。

社会的課題
の現状

目指す姿

　社会的課題の現状と、この補助事業が最終的に目指す姿（課題が改善、解消、解決等された社会等の状況）を記入してください。

補助事業が最終的に目指すこと （社会的課題の改善、解消、解決等）

○補助事業実施の必要性を、最終的に解決等を目指す社会的課題及び受益者（ニーズ）との関係で整理してください。
　 補助事業の結果（アウトプット）・成果（アウトカム ）により 、（２）の補助事業の直接的な目的を達成し、最終的には、社会的課題が改善、解消、解
決等された社会等の状況「目指す姿」の実現 [（１）の補助事業が最終的に目指すこと] を図ります。

（１）補助事業が最終的に目指すこと

委託想定先 1 2

委託
比率

補助対象
経費総額

補助率

３．補助事業実施の必要性（意義） 作成日 作成者

アピールポイント

補助金
交付申請額

事業費総額
事業コード

委託事業の有無
委託
比率

委託調査の有無

団体名称

]年目
中

断

無

3

[

事業区分のチェックポイントに

チェックポイントに沿っていない

／

当該事業に関し、他の団体に対する補助申請
又は補助申請予定の有無

事業
区分

複数年度
要望

年目

継続要望

事業
形態

公益目的事業情報

有

補助事業名

種別

]

[ ]

２．申請事業

要望履歴

事業項目名
種類

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（２／５）
項番 ／

総事業

項目数

 ５．補助事業の自己評価  ５．補助事業の自己評価

　事前計画／自己評価書　（４／５）・（５／５）

（４／５） （５／５）
(a) 個別項目評価
(b) 総合評価

(c) 事業の促進・阻
害要因の自己分析

完了報告書には、「事前計画／自己評価書」

（１／５）～（５／５）の全ページを添付してください。

※計画変更を行った場合は、（３／５）計画変更用も併せて添付してください。

（４／５）及び（５／５）の評価様式は、『RING！RING！プロジェクト』Webサイト内、「事

務手続要領・提出書類」の各事業分野の「完了報告書」よりダウンロードしてください。

＜自己評価１回目＞

【　　　　　　　】

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（５／５）

（c） 事業の促進・阻害要因の自己分析

● 事業の目標達成を促進した、あるいは阻害した要因について、「要因分類」 (1)～(15)の「促進」または「阻害」欄に「＊」を記し、

　　要因の内容を a 欄に、阻害要因への対応あるいは今後この分析結果をどう活かすかを b 欄に、それぞれの要因分類の番号
　　(1)～(15)を付して、具体的にご記入ください。

● 促進または阻害要因が無い場合には、(16) の欄に「＊」を記してください。

事業の促進・阻害要因の自己分析

促進 阻害 要因分類 a. 促進または阻害要因の具体的な内容 b. 対応、今後この分析結果をど う活かすか。

 (1) 経費

 (2) 実施体制
    (人員、関係機関
    の協力等の確保)

 (3) 資材調達
    (事業実施に必要
    な物資等の確保)

 (4) 実施期間
    (事業終了までに
   要する期間)

 (5) 事業運営のノウ
    ハウ (進捗管理、
    資金管理等)

 (7) その他

内
部
要
因

 (6) 設計仕様の
　　変更 (主に建築)

 (9) 実施体制以外
    の団体等の協
    力・支援

 (8) 受益者の
    規模・ニーズ

外
部
要
因

 (10) 関連法制度
    の変更

 (11) 利害関係者
    (受益者以外)の
    要望への対応

 (12) 災害の発生
     (地震、洪水等)

 (13) 同様の技術
    開発

(16)　特になし

 (14) 競合するサー
    ビス ・事業の出
    現

 (15) そ の他

＜自己評価１回目＞

 

【　　　　　】

作成日 平成 年

(2) 優れている点・

課題、改善すべき
点

事業の
成果・

波及

(3) その他、ア
ピールしたい点、
是非知ってもらい

たい点

　●(a) 個別項目の評価から実施状況等を振り返り、事業全体を評価してください。

(1) 事前計画(2/5)

記載の「補助事業
の直接的な目的」
を踏まえた、事業
全体についての

意見・所感

 (5) 自己評価の

体制

採点

（b）　総合評価 総合
評価点

競輪・ｵｰﾄ
ﾚｰｽ補助
金による
事業であ

ること

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採点

(4 )

情報

発信

事業の

結果

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採点

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採点

(3 )

達成

目標

事業の

実施

結果

［達成値］ ［達成状況］ ［具体的内容］ 採 点

実施計画

・体 制

採点

事業の

発展性 2回目の自己評価時に評価してください。（評価様式は別用紙になります。）

採点

事業の新
規性ま た
は継続の

必要性

2回目の自己評価時に評価してください。（評価様式は別用紙になります。）

採点

(2) 事業内容

補助事業番号 27

（a）　個別項目評価

　●個別の評価項目について、（３／５）　４．事前計画　の達成状況等を把握し、分析・評価してください。

(1) 受益 者

（ニーズ） 2回目の自己評価時に評価してください。（評価様式は別用紙になります。）

採点

別紙・JKA補助事業　平成２７年度　事前計画／自己評価書（４／５）

５．補助事業の自己評価 作成者月 日

- - 補助事 業者名



 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

公益財団法人 ＪＫＡ 

 

〒102-8011  東京都千代田区六番町４番地６ 

[補助事業部]  

企画・評価課 
TEL:03 (3512) 1279   FAX:03 (3512) 1274 

 
 
 

 

問い合わせ時間 平日の 9時30分 から  12時まで 

  13時    から  17時30分まで 

ＪＫＡ補助事業ホームページアドレス http://ringring-keirin.jp 

 

公益財団法人 ＪＫＡ 

（英全ビルディング） 
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